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令和７年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意事項等について 

 

 国の令和７年度一般会計歳入歳出概算につきましては、令和６年１２月２７日、

閣議決定されたところであります。 

 この国の一般会計歳入歳出概算に関連して、現在令和７年度の地方財政計画の策

定を急いでいるところであり、現時点においては細部にわたり確定を見るに至って

おりませんが、地方公共団体の予算編成作業の状況に鑑み、さしあたり現段階にお

ける地方財政の見通し・予算編成上の留意事項等について、別紙のとおりお知らせ

いたします。 

 また、貴都道府県内の市区町村及び市区町村議会に対しても速やかにその趣旨を

御連絡いただくようお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

                                            【担当】 

                       総務省自治財政局 

                        財政課財政計画係 西林 

                        電話 03-5253-5612  
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（別 紙） 

 

第１ 国の予算等 

政府は、令和６年１２月６日に「令和７年度予算編成の基本方針」（別添資

料第１）を閣議決定するとともに、同月２５日に「令和７年度の経済見通しと

経済財政運営の基本的態度」（別添資料第２）を閣議了解し、これに基づいて

同月２７日、令和７年度一般会計歳入歳出概算（別添資料第３）を閣議決定し

た。 

１ 令和７年度一般会計歳入歳出概算は、「令和７年度予算編成の基本方針」の

次のような基本的考え方により編成された。 

(1) 基本的考え方 

① 我が国経済は、６００兆円超の名目ＧＤＰ、３３年ぶりの高い水準とな

った賃上げを実現した。成長と分配の好循環は、動き始めている。現在は、

長きにわたったコストカット型経済から脱却し、デフレに後戻りせず、「賃

上げと投資が牽引する成長型経済」に移行できるかどうかの分岐点にある。 

② こうした前向きな動きを、国民一人一人が実際の賃金・所得の増加とい

う形で、手取りが増え、豊かさが実感できるよう、更に政策を前進させな

ければならない。賃金・所得が力強く増加していく状況が定着するまでの

間、家計を温め、生活者が豊かさを実感できるよう、幅広い方策を検討す

ることも必要である。 

③ 最重要課題は、全ての世代の現在・将来の賃金・所得の増加であり、賃

金上昇が物価上昇を安定的に上回る経済を実現し、新たなステージとなる

「賃上げと投資が牽引する成長型経済」への移行を確実にすることである。 

④ 我が国経済が緩やかな回復を続けると見込まれる中、経済全体の需給バ

ランスは、今後、需要不足から供給制約の局面に入ると見られる。官民が

連携する形で成長分野における投資を促進するとともに、地方の中堅・中

小企業の人手不足対策を含めた生産性向上の取組を支援するなど、日本経

済及び地方経済の中長期的な成長力を強化することが必要となる。それら

の取組と人への投資及び労働市場改革を合わせ、賃上げの流れを構造的・

持続的なものとする。 

同時に、現下の物価高の下、誰一人取り残されない形で成長型経済に移

行するためには、特に物価高の影響を受ける低所得者世帯への支援や地域

の実情に応じたきめ細かい物価高対策など、当面の措置を講ずる必要があ

る。 
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東日本大震災や令和６年能登半島地震を始めとする自然災害からの復

旧・復興、外交・安全保障環境の変化への適切な対応、防犯・治安対策の

強化、公教育の再生、女性や高齢者の活躍・参画の推進を含め、「誰一人

取り残されない社会」の実現に向けた取組を推進し、成長型経済への移行

の礎となる国民の安心・安全の確保に万全を期すことも必要である。 

⑤ 政府は、こうした重要課題に迅速に対応するため、日本経済・地方経済

の成長、物価高の克服及び国民の安心・安全の確保を３つの柱とする「国

民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」（令和６年１１月

２２日閣議決定）を策定した。経済対策の裏付けとなる令和６年度補正予

算の成立後には、できる限り速やかに関連する施策を実行する。その上で、

令和７年度の予算編成に取り組み、切れ目のない経済財政運営を行う。 

⑥ 経済財政運営に当たっては、デフレを脱却し、新たな経済のステージに

移行することを目指して、「経済あっての財政」との考え方に立ち、「賃

上げと投資が牽引する成長型経済」を実現しつつ、財政状況の改善を進め、

力強く発展する、危機に強靱な経済・財政を作っていく。 

⑦ 物価上昇を上回る賃金上昇の普及・定着に向け、地域の中堅・中小企業

及び小規模事業者を含め、最低賃金の引上げを始めとする賃上げの環境に

ついて、その業種・規模に応じた環境整備を行う。国民一人一人の生産性

と所得を向上させる全世代のリ・スキリング支援、成長分野への労働移動

の円滑化など、三位一体の労働市場改革を推進する。建設・物流、医療・

介護等の現場におけるロボット・ＩＣＴ機器の活用を通じた生産性向上・

職場環境改善等による更なる賃上げ等を支援する。公正取引委員会の下請

代金支払遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号）の執行強化、「労務

費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（令和５年１１月２９日

公表）に基づく取組の徹底、国等及び地方公共団体の官公需における入札

制度の適切な運用を含め、中小企業等の価格転嫁の円滑化を支援する。中

小企業等のＭ＆Ａ及び事業承継の環境整備、資金繰り、経営改善・再生・

成長の支援に取り組む。 

⑧ 地方こそ成長の主役である。ＩＣＴ技術も活用しながら、新たな地方創

生施策（「地方創生２.０」）を展開する。「新しい地方経済・生活環境創

生本部」（令和６年１０月１１日設置）において、今後１０年間集中的に

取り組む基本構想を策定する。地域の産官学金労言が連携し、それぞれの

知恵と情熱を活かして地域の可能性を引き出そうとする取組を後押しす

る中で、買物、医療、交通など日常生活に不可欠なサービスの維持向上や
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足元の経営状況の急変を踏まえた医療・介護の提供体制の確保、デジタル

トランスフォーメーション（ＤＸ）・グリーントランスフォーメーション

（ＧＸ）の面的展開等の取組を進め、新たな需要創出や生産性向上につな

げる。地方創生の交付金を当初予算ベースで倍増することを目指して取り

組む。 

⑨ 賃上げの原資となる企業の稼ぐ力や地方経済の潜在力を引き出すため

の国内投資を促進する。科学技術の振興及びイノベーションの促進、創薬

力の強化、ＧＸ・ＤＸ及びＡＩ・半導体の分野における官民連携での投資

の促進や産業用地の確保、宇宙・海洋のフロンティアの開拓、スタートア

ップへの支援等に取り組むことによって、成長力を強化するとともに、新

たな需要を創出する。 

半導体を始めとする重要な物資のサプライチェーンの強靱化や先端的

な重要技術の育成など、経済安全保障の確保に向けた取組を推進する。併

せて、食料安全保障及びエネルギー安全保障に係る政策対応を強化する。 

⑩ 農林水産業の持続可能な成長、文化芸術・スポーツ及びコンテンツ産業

の振興、交通・物流インフラの整備、観光立国に向けた取組を推進する。

２０５０年カーボンニュートラルを目指したグリーン社会、地域・くらし

の脱炭素化やサーキュラーエコノミーの実現等に取り組む。２０２５年大

阪・関西万博の準備及び安全な運営に取り組むとともに、我が国の魅力を

世界に発信し、交流人口の拡大及び地方活性化につなげる。 

⑪ 令和６年能登半島地震等の自然災害からの復旧・復興に取り組む。今後

も想定される災害への備えに万全を期すため、令和８年度中の防災庁の設

置に向けた検討と並行して、まず、内閣府防災担当の機能を予算・人員の

両面で抜本的に強化するとともに、避難所環境の整備など、防災・減災及

び国土強靱化の取組を着実に推進する。 

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年１２

月１１日閣議決定。以下「５か年加速化対策」という。）後も、中長期的

かつ明確な見通しの下、継続的・安定的に切れ目なくこれまで以上に必要

な事業が着実に進められるよう、「国土強靱化実施中期計画」の策定に係

る検討を最大限加速し、早急に策定する。 

東日本大震災からの復興・創生に取り組む。ＡＬＰＳ処理水に関し、一

部の国・地域による日本産水産物の輸入停止に対し、即時撤廃を強く求め

るとともに、安全性の確保と風評対策・なりわい継続支援に万全を期す。 

⑫ 日米同盟を基軸に、自由で開かれたインド太平洋というビジョンの下、
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法の支配に基づく国際秩序を堅持するため、各国・地域との協力連携を深

めるとともに、ルールに基づく自由貿易体制を推進する。 

戦後最も厳しく複雑な状況となっている安全保障環境を踏まえ、国家及

び国民を守り抜くため、令和５年度から令和９年度までの５年間で４３兆

円程度の防衛力整備の水準を確保し、防衛力の抜本的強化を速やかに実現

する。「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関す

る関係閣僚会議」における検討を踏まえた人的基盤の強化に係る施策に取

り組む。 

⑬ 若い世代の所得の増加と社会全体の構造・意識の変革、全てのこども・

子育て世帯に対し切れ目のない支援を行う観点から、「こども未来戦略」

（令和５年１２月２２日閣議決定）で示された「こども・子育て支援加速

化プラン」を着実に実施する。「こども誰でも通園制度」の制度化やこど

もの貧困等の多様な支援ニーズへの対応の強化、育児休業制度の充実等に

取り組む。 

⑭ 誰一人取り残されない安心・安全な社会の実現を目指し、都市部を含む

社会全体での防犯・治安対策の強化、厳格かつ円滑な出入国在留管理、全

世代型社会保障の構築、健康寿命の延伸による生涯活躍社会の実現、公教

育の再生、女性や高齢者の活躍・参画の推進、障害者の社会参加や地域移

行の推進、孤独・孤立対策・就職氷河期世代のリ・スキリングの支援等に

取り組む。 

(2) 予算編成についての考え方 

① 令和７年度予算は、令和６年度補正予算と一体として、上記の基本的考

え方及び「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」（令和６年６月２１

日閣議決定。以下「骨太方針２０２４」という。）に沿って編成する。 

足元の物価高、賃金や調達価格の上昇に対応しつつ、デフレを脱却し、

新たなステージとなる「賃上げと投資が牽引する成長型経済」への移行を

実現することを目指して、物価上昇を上回る賃金上昇の普及・定着、地方

創生２.０の起動、官民連携による投資の拡大、防災・減災及び国土強靱化、

防衛力の抜本的強化を始めとする我が国を取り巻く外交・安全保障環境の

変化への対応、充実した少子化・こども政策の着実な実施など、重要政策

課題に必要な予算措置を講ずることによって、メリハリの効いた予算編成

を行う。 

② その際、骨太方針２０２４に基づき、経済・物価動向等に配慮しながら、

「中期的な経済財政の枠組みに沿った予算編成を行う。ただし、重要な政
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策の選択肢をせばめることがあってはならない」との方針を踏まえる。 

③ 骨太方針２０２４を踏まえ、経済・財政一体改革の工程を具体化すると

ともに、ＥＢＰＭやＰＤＣＡの取組を推進し、効果的・効率的な支出（ワ

イズスペンディング）を徹底する。 

２ このような方針に基づいて編成された令和７年度一般会計歳入歳出概算の

規模は、「一般会計予備費」１兆円を含め、１１５兆５，４１５億円（前年度

比２兆９，６９８億円、２．６％増）で、基礎的財政収支対象経費は８７兆

６，７６０億円（前年度比１兆７，３７０億円、２．０％増）となっている。 

財政投融資計画の規模は１２兆１，８１７億円（前年度比１兆１，５５９億

円、８．７％減）となっている。 

また、「令和７年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」においては

令和７年度の国内総生産は６２９．３兆円程度、名目成長率は２．７％程度、

実質成長率は１．２％程度となるものと見込まれている。 

 

第２ 地方財政対策 

１ 通常収支分 

令和７年度においては、社会保障関係費、人件費の増加等が見込まれる中、

地方公共団体が、住民のニーズに的確に応えつつ、様々な行政課題に対応し、

行政サービスを安定的に提供できるよう、交付団体を始め地方が安定的な財政

運営を行うために必要となる一般財源総額について、令和６年度地方財政計画

の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として地方財

政対策を講ずることとした。その概要は次のとおりである。 

(1) 一般財源総額の確保 

地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税等の一般財源総額に

ついて、水準超経費を除く交付団体ベースで前年度に比し１兆５３５億円、

１．７％増の６３兆７，７１４億円と、令和６年度地方財政計画を上回る額

を確保することとしている。 

(2) 財源不足とその補塡措置 

令和７年度においては、国の取組と基調を合わせた歳出改革に努めたが、

社会保障関係費や人件費の増加が見込まれることなどにより、１兆９２９億

円の財源不足額が生じることとなった。 

このため、令和７年度の地方財政対策においては、令和５年度に講じた令

和７年度までの制度改正に基づき、従前と同様の例により、次の補塡措置を

講ずることとし、所要の法律改正を行う予定である。なお、当該措置を講ず
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ることとした結果、国と地方が折半して補塡すべき財源不足額及び臨時財政

対策債の発行額は生じないこととなった。 

①  公共事業等債等の充当率の臨時的引上げ等による建設地方債（財源対策

債）の増発                                      ７，６００億円 

②  地方交付税の増額 

ア 「地方交付税法」（昭和２５年法律第２１１号）附則第４条の２第１

項（配偶者控除・配偶者特別控除の見直しによる個人住民税の減収額の

補塡）に基づく加算額１５４億円及び同条第３項（公共事業等臨時特例

債の利子負担額等）に基づく加算額７７５億円（以下「既往法定分」と

いう。）の交付税特別会計への繰入れ                  ９２９億円 

イ 交付税特別会計剰余金の活用            ●４００億円 

ウ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用 

２，０００億円 

(3) 地方交付税の総額 

令和７年度の地方交付税の総額は１８兆９，５７４億円（前年度比

２，９０４億円、１．６％増）となっており、その内訳は以下のとおりであ

る。 

① 一般会計                    １８兆８，８４８億円 

ア 地方交付税の法定率分等           １８兆７，９１９億円 

（ア）所得税・法人税・酒税・消費税の法定率分 １９兆５，２２２億円 

（イ）国税減額補正精算分（平成２０、２１、令和元年度） 

△６，８５４億円 

（ウ）国税決算精算分（平成２８年度）           △４４９億円 

イ 一般会計における加算措置（既往法定分）         ９２９億円 

② 特別会計                         ●７２７億円 

ア 地方法人税の法定率分              ２兆１，７７３億円 

イ 交付税特別会計借入金償還額         △２兆８，０００億円 

ウ 交付税特別会計借入金支払利子           △２，２７０億円 

エ 交付税特別会計剰余金の活用            ●４００億円 

オ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用 

２，０００億円 

カ 令和６年度からの繰越金            ●６，８２２億円 

キ 返還金                        ●２億円 

(4) 地方財政の健全化 
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令和７年度においては、以下のとおり、地方財政の健全化を進めることと

している。 

① 財源不足額については、１兆９２９億円（前年度比７，２０３億円、

３９．７％減）となること。 

② 臨時財政対策債については、平成１３年度の制度創設以来、初めて新規

発行額が生じていないこと。その結果として、令和７年度末の臨時財政対

策債残高見込みは、４２．３兆円となり、令和６年度末の残高見込みに比

し３．５兆円の減となること。 

③ 交付税特別会計借入金については、平成２３年度の償還計画の見直し以

降に償還を繰り延べてきたもののうち令和６年度までの繰延べ分２兆

２，０００億円を前倒しし、２兆８，０００億円を償還することとしてい

ること。その結果として、令和７年度末の交付税特別会計借入金残高見込

みは、２５．３兆円となること。 

④ 国税減額補正精算については、精算を４，３９３億円前倒しし、国税決

算精算分と合わせ、７，３０３億円を精算することとしていること。 

(5) 物価上昇局面における税負担の調整等 

令和７年度税制改正における所得税に係る物価上昇局面における税負担

の調整及び就業調整への対応に伴う令和７年度の地方交付税の減収の影響

は２，２３４億円であるが、この影響を含めても所要の一般財源総額を確保

している。 

(6) デジタル投資の推進 

担い手不足が急速に深刻化するおそれがある中、自治体ＤＸ・地域社会

ＤＸの取組を加速するため、新たに「デジタル活用推進事業費（仮称）」を

１，０００億円計上することとしている。 

(7) 地方公務員の給与改定等に要する地方財源の確保 

令和６年人事委員会勧告に伴う給与改定に要する経費（地方負担

７，７００億円程度）について、所要額を計上することとしている。 

また、教職調整額の率の引上げに要する経費（地方負担１１３億円）につ

いて、所要額を計上することとしている。 

さらに、令和７年度の給与改定に備え、一般行政経費（単独）に「給与改

善費（仮称）」を２，０００億円計上することとしている。 

(8) 物価高への対応 

学校、福祉施設、図書館、文化施設など地方公共団体の施設の光熱費の高

騰や、ごみ収集、学校給食など地方公共団体のサービス・施設管理等の委託
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料の増加を踏まえ、一般行政経費（単独）に１，０００億円（前年度比

３００億円増）を計上することとしている。 

(9) こども・子育て政策の強化に係る地方財源の確保 

「こども・子育て支援加速化プラン」による前年度からの地方負担の増

（２，４１０億円程度）について、必要な財源を確保するとともに、地方公

共団体が、こども・子育て政策の地方単独事業を実施できるよう、引き続き、

ソフト事業分として一般行政経費（単独）に１，０００億円を計上し、ハー

ド事業分として投資的経費（単独）に「こども・子育て支援事業費」を

５００億円計上することとしている。 

(10) 地方税制改正 

令和７年度地方税制改正においては、個人住民税における給与所得控除の

見直しや大学生年代の子等に関する特別控除の創設等の措置のほか、企業版

ふるさと納税制度の延長等の税制上の措置を講ずることとしている。 

(11) 通常収支分の規模 

通常収支分の歳入歳出規模（令和７年度地方財政計画ベース）は９７兆

１００億円程度（前年度比３兆３，７００億円程度、３．６％程度増）、歳

出のうち公債費（公営企業繰出金中の企業債償還費普通会計負担分を含む。）

及び不交付団体水準超経費を除く地方一般歳出の規模は８１兆２，８００億

円程度（前年度比２兆８，２００億円程度、３．６％程度増）となる見込み

である（別添資料第４）。 

また、通常収支分の一般財源総額（地方税、地方譲与税、地方特例交付金

等、地方交付税等の合計額）は６７兆５，４１４億円（前年度比１兆

８，４３５億円、２．８％増）となる見込みであり、不交付団体水準超経費

に相当する額を控除した交付団体ベースの一般財源総額は６３兆７，７１４

億円（前年度比１兆５３５億円、１．７％増）となる見込みである。 

さらに、地方債依存度は６．１％程度（前年度６．７％）となる見込みで

あり、交付税特別会計借入金残高を含む地方財政の令和６年度末借入金残高

（東日本大震災分を含む。）は１７１兆円程度（令和６年度末１７８兆円程

度、前年度比７兆円程度減）となる見込みである。 

２ 東日本大震災分 

東日本大震災からの復旧・復興に当たっては、令和３年度からの第２期復興

・創生期間においても、復旧・復興事業及び全国防災事業について、通常収支

とはそれぞれ別枠で整理し、所要の事業費及び財源を確保することとしている

（別添資料第５）。 
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(1) 復旧・復興事業 

復旧・復興事業の歳入歳出規模（令和７年度地方財政計画ベース）は

２，７００億円程度、歳入のうち震災復興特別交付税は８７１億円となる見

込みである。 

(2) 全国防災事業 

全国防災事業の歳入歳出規模（令和７年度地方財政計画ベース）は、

２１８億円となる見込みである。 

 

第３ 予算編成上の留意事項 

   第１、第２を踏まえ、ご留意いただきたい点は、以下のとおりである。 

１ 令和７年度の国内総生産の成長率は、名目２．７％程度、実質１．２％程度

と見込まれているところ、最重要課題は、全ての世代の現在・将来の賃金・所

得の増加であり、賃金上昇が物価上昇を安定的に上回る経済を実現し、新たな

ステージとなる「賃上げと投資が牽引する成長型経済」への移行を確実にする

ことである。 

２ 新たな地方創生施策（「地方創生２．０」）の展開に向け、地方公共団体の

自主性と創意工夫に基づく、産官学金労言など地域の多様な主体の参画を通じ

た地域の独自の取組などを支援するため、「新しい地方経済・生活環境創生交

付金」が創設され、令和６年度補正予算（第１号）において１，０００億円が

計上されるとともに、令和７年度予算においても２，０００億円が計上されて

いる。その地方負担については、ハード事業は地方債を充当できることとし、

ソフト事業は地方交付税措置を講ずることとしている。 

３ 地方公共団体が自主性・主体性を最大限発揮して地方創生に取り組み、地域

の実情に応じたきめ細かな施策を可能にする観点から、地方財政計画の歳出に

おいて、「地方創生推進費」について、前年度同額の１兆円を計上し、また、

地方公共団体が地域の実情に応じた、デジタル実装を通じた地域が抱える課題

の解決に取り組むため、「地域デジタル社会推進費」について、２，０００億

円を計上し、これらを内訳として、「デジタル田園都市国家構想事業費」から

名称を変更した、「新しい地方経済・生活環境創生事業費（仮称）」（１兆

２，０００億円）を計上することとしている。 

なお、「地域デジタル社会推進費」のマイナンバーカード利活用特別分

５００億円は終了するが、一般行政経費（単独）において「デジタル活用推進

事業費（仮称）」を創設し、１，０００億円を計上することとしている。 

各地方公共団体においては、地域の実情に応じて、地域活性化、交通・福祉
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をはじめとした地域課題の解決、誰もがデジタル化のメリットを享受できるデ

ジタルデバイド対策などに取り組んでいただきたい。その際、総務省において、

地域社会のデジタル化の推進に関する具体的な取組事例を取りまとめた「地域

社会のデジタル化に係る参考事例集【第３．０版】」（令和６年５月３１日総

務省公表）について、各地方公共団体の新たな取組状況を踏まえつつ、地方公

共団体が取り入れやすい汎用的な事例や、住民がサービスの恩恵を強く感じら

れる事例を中心に内容の拡充を予定しているので、参考にしていただきたい。 

４ 担い手不足が急速に深刻化するおそれがある中、デジタル技術を活用した行

政運営の効率化・地域の課題解決等に向けた取組をしていくため、地方財政計

画の一般行政経費（単独）において、「デジタル活用推進事業費（仮称）」を

創設し、令和７年度は１，０００億円を計上することとしている。 

対象事業は、デジタル活用推進計画に位置付けて実施する以下の地方単独事

業等（「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」（令和３年法律第

４０号）に基づく標準化のために必要な経費を除く。）としている。 

(1) 行政運営の効率化・住民の利便性向上を図る自治体ＤＸの推進 

① 住民サービスの提供に必要な情報システムの導入 

② 共同調達による情報システムの導入  

③ 住民利用又は住民サービスの提供に必要な職員利用の情報通信機器の

購入 

④ 公共施設のネットワーク環境の整備 

(2) 地域の課題解決を図る地域社会ＤＸの推進 

地方公共団体及び公共的団体等による日常生活に不可欠なサービスの確

保、地域産業の生産性向上等地域の課題解決に資する情報システムの導入及

び情報通信機器等の整備（公共的団体等による事業は地方公共団体からの補

助が対象） 

その対象事業について、地方債の特例措置を創設するため、「地方財政法」

（昭和２３年法律第１０９号）の改正を行う予定であり、その地方負担につい

ては、９０％まで地方債（デジタル活用推進事業債（仮称））を充当できるこ

ととし、後年度の元利償還金に対する地方交付税措置については、国庫補助事

業の地方負担や一部の地方単独事業を除き、その５０％を基準財政需要額に算

入することとしている。 

事業期間については、令和１１年度までとしている。 

５ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和６年６月２１日閣議決定）

及び「自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画【第
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３．０版】」（令和６年４月２４日総務省公表）等を踏まえ、以下の点に留意

し、必要な取組を進めていただきたい。 

(1) マイナンバーカードについては、希望する全ての国民が円滑に取得できる

よう、取得環境の整備に取り組むとともに、利便性の向上にも積極的に取り

組んでいただきたいこと。特にカードの空き領域を活用した地方公共団体独

自の取組を積極的に実施していただきたいこと。また、今後、カードや電子

証明書の更新が増加することを踏まえ、郵便局窓口を活用した申請受付の実

施も含め、申請受付や交付に係る体制を構築いただきたいこと。「マイナン

バーカード交付事務費補助金」については、令和６年度補正予算（第１号）

において、６９８億円を計上するとともに、令和７年度予算において７５億

円を計上しており、各市区町村において適切な予算措置と効率的な執行管理

に努めていただきたいこと。 

(2) 地方公共団体の情報システムについては、標準準拠システムへの移行を支

援するため、令和６年度補正予算（第１号）において、地方公共団体情報シ

ステム機構に設置されているデジタル基盤改革支援基金の積立てに要する

経費として１９４億円を追加し、累計で７，１８２億円を計上しており、当

該基金を活用し、移行のために必要となる準備経費やシステム移行経費に対

する補助（全額国費）を行うこととしていること。また、「地方公共団体情

報システム標準化基本方針」（令和６年１２月２４日閣議決定）において「各

地方公共団体における標準準拠システムへの移行の進捗状況を踏まえ、総務

省は、令和７年度（２０２５年度）末までとされているデジタル基盤改革支

援基金の設置年限について、５年延長を目途に検討する。」とされたこと。 

地方公共団体のガバメントクラウドの利用料については、令和６年度まで

は先行事業として全額国費で対応しているが、令和７年度からは地方公共団

体が負担することとなること。標準準拠システムの利用に伴うガバメントク

ラウドの利用料及び関連する費用については、所要額を一般行政経費（単独）

に計上し、普通交付税においてガバメントクラウドへの移行状況に応じた措

置を講ずることとしていること。 

このほか、標準準拠システムへの移行に伴うシステム運用経費の増加分に

ついて、地方交付税措置を講ずることとしていること。 

(3) 総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）については、令和６年１０月から第

５次ＬＧＷＡＮの運用が開始されているが、各団体において適切にネットワ

ークの切り替えを行っていただきたいこと。なお、ＬＧＷＡＮに接続する都

道府県ノードやアクセス回線等の経費について、引き続き地方交付税措置を
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講ずることとしていること。 

(4) 地方公共団体におけるテレワークについては、働き方改革や業務効率化、

行政機能維持のための有効な手段であることから、「市町村におけるテレワ

ーク導入事例集」（令和５年４月総務省公表）等を参考に、テレワークの導

入・活用に取り組んでいただきたいこと。なお、テレワーク環境の構築に要

する経費について、引き続き特別交付税措置を講ずることとしていること。 

６ 小規模市町村を中心にデジタル人材の確保が困難な状況であることから、

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」等において、令和７年度中に全ての

都道府県が市町村と連携したＤＸ推進体制（以下「推進体制」という。）を構

築し、その中で、市町村のＤＸ支援のために必要な人材の広域的な確保を進め

ていくこととしている。 

このため、各地方公共団体においては、以下の点に留意し、着実に取組を進

めていただきたい。 

(1) 都道府県が一定のスキル・経験を有し、市町村支援業務を行うデジタル人

材を常勤職員として雇用する場合、当該職員の人件費について、職員数に応

じて地方交付税措置を講ずることとしていること。 

また、デジタル人材の募集経費について、特別交付税措置の上限を引き上

げることとしていること。 

(2) 市町村がＣＩＯ補佐官等として外部人材の任用等を行うための経費や、地

方公共団体におけるデジタル化の取組の中核を担う職員（ＤＸ推進リーダー）

の育成に要する経費について、引き続き特別交付税措置を講ずることとして

いること。 

(3) 推進体制においては、都道府県と市町村が連携した取組として、特にシス

テムの共同調達を積極的に推進していただきたいこと。なお、都道府県と市

町村が連携した共同調達によるシステム導入経費については、デジタル活用

推進事業債（仮称）の対象とすることとしていること。 

７ 義務教育段階における１人１台端末の整備については、令和５年度補正予算

（第１号）に引き続き令和６年度補正予算（第１号）において、都道府県に基

金を設置するために必要な経費が２０６億円計上されており、基金を取り崩し

て実施する整備の地方負担について、地方交付税措置を講ずることとしている。

併せて、１人１台端末の購入については、資金手当としてデジタル活用推進事

業債（仮称）を充当できることとしている。 

８ 「学校のＩＣＴ環境整備３か年計画」（令和７年度～令和９年度）が策定さ

れたことに伴い、同計画に基づく学校における情報機器等の整備のうち、電子
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黒板の整備等に必要な経費についてはデジタル活用推進事業債（仮称）を充当

できるほか、地方債の対象とならない経費については地方交付税措置を講ずる

こととしている。なお、高等学校の学習者用端末については、整備の方法が様

々であることを踏まえ、単位費用による地方交付税措置を講じた上で、購入す

る場合には資金手当としてデジタル活用推進事業債（仮称）を充当できること

としている。 

９ ５か年加速化対策に基づく直轄事業及び補助事業について、当初予算に計上

される場合には、その地方負担を防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債によ

り措置することとし、補正予算に計上される場合には、その地方負担を補正予

算債により措置することとしている。５か年加速化対策の５年目である令和７

年度分については、令和６年度補正予算（第１号）（国費１兆６,９９２億円）

を活用することとされており、その地方負担については、補正予算債等により

措置することとしている。 

10 地方公共団体が、喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいけるよう、

「緊急防災・減災事業費」について、緊急消防援助隊の無人走行放水ロボット

の整備等を対象事業に追加した上で、令和７年度は５，０００億円（前年度同

額）を計上することとしている。その地方負担については、全額地方債（緊急

防災・減災事業債）を充当できることとし、後年度の元利償還金に対する地方

交付税措置については、公債費方式によりその７０％を基準財政需要額に算入

することとしている。 

また、津波浸水想定区域からの庁舎移転事業における建築単価の上限につい

ては、最近の資材費高騰等の状況を踏まえ、４６．８万円／㎡から５０．１万

円／㎡へ引き上げることとし、令和６年度の緊急防災・減災事業債から適用す

ることとしている。 

なお、緊急防災・減災事業債の事業期間（令和７年度まで）終了後の在り方

については、地方公共団体における防災・減災対策に関する取組や地域の実情、

課題等を踏まえて検討する予定であるが、令和７年度までに建設工事に着手し

た事業については、令和８年度以降も現行と同様の地方財政措置を講ずること

としている。 

11 地方公共団体が、５か年加速化対策と連携しつつ、地方単独事業として緊急

に自然災害を防止するための社会基盤の整備に取り組んでいけるよう、「緊急

自然災害防止対策事業費」について、積雪寒冷特別地域の道路における凍上災

害の予防・拡大防止対策（基層及び路盤を含む対策）を対象事業に追加した上

で、令和７年度は４，０００億円（前年度同額）を計上することとしている。
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その地方負担については、全額地方債（緊急自然災害防止対策事業債）を充当

できることとし、後年度の元利償還金に対する地方交付税措置については、公

債費方式によりその７０％を基準財政需要額に算入することとしている。 

なお、緊急自然災害防止対策事業債の事業期間（令和７年度まで）終了後の

在り方については、地方公共団体における防災・減災対策に関する取組や地域

の実情、課題等を踏まえて検討する予定であるが、令和７年度までに建設工事

に着手した事業については、令和８年度以降も現行と同様の地方財政措置を講

ずることとしている。 

12 地方公共団体が、地方単独事業として緊急に河川等の浚渫を実施できるよう、

「緊急浚渫推進事業費」について、事業期間を令和１１年度まで延長するため、

「地方財政法」の改正を行う予定であるとともに、農業用排水路に係る浚渫を

対象事業に追加した上で、令和７年度は１，１００億円（前年度同額）を計上

することとしている。その地方負担については、全額地方債（緊急浚渫推進事

業債）を充当できることとし、後年度の元利償還金に対する地方交付税措置に

ついては、その７０％を基準財政需要額に算入することとしている。 

13 住民の安心・安全を確保する消防防災行政の役割が非常に重要であることを

踏まえ、次のとおり地方財政措置を講ずることとしている。 

(1) 次の経費について、新たに緊急防災・減災事業債の対象とすることとして

いること。 

① 緊急消防援助隊の機能強化を図るための無人走行放水ロボットの整備 

② 災害応急対策を継続するための移動式燃料給油機の整備 

③ 応急対策職員派遣制度に基づき派遣される応援職員のための宿泊機能

を有する車両の整備 

④ 「全国瞬時警報システムの新型受信機の整備について」（令和７年１月

７日付け消防庁国民保護・防災部国民保護室長、国民保護運用室長通知）

を踏まえて行う新型Ｊアラート受信機の整備 

(2) 津波時の浸水想定を勘案した消防活動計画の策定に要する経費及び消防

職員又は消防団員の無人航空機操縦者技能証明の取得に要する経費につい

て、新たに特別交付税措置を講ずることとしていること。 

(3) 夜間に消防防災ヘリコプターを運航する上で必要となる計器飛行証明資

格の取得に要する経費及び応援派遣時に男女各々の宿営環境を確保するた

めに必要な資機材の整備に要する経費について、新たに地方交付税措置を講

ずることとしていること。 

14 避難所となる公立小・中学校の体育館等への空調整備を加速するため、令和
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６年度補正予算（第１号）において空調設備整備臨時特例交付金が創設され、

７７９億円が計上されたところであり、その地方負担については、補正予算債

等により措置することとしている。 

公立小・中学校の体育館等の空調設備に係る光熱費については、令和７年度

から地方交付税措置を講ずることとしている。 

15 定員、能力・実績に基づく人事管理、給与については、「地方公務員の給与

改定等に関する取扱いについて」（令和６年１１月２９日付け総務副大臣通知）

を踏まえ、適切に対応していただきたい。 

なお、上記通知において、国家公務員給与における地域手当制度の見直しを

踏まえ、各地方公共団体における地域手当の見直しについて、適切に対処され

るよう要請したところであるが、地域手当に関する特別交付税の減額措置につ

いては、地域手当制度の見直しに合わせて、令和７年度から廃止することとし

ている。 

16 地方公務員の臨時・非常勤職員については、令和２年４月１日に導入された

会計年度任用職員制度の趣旨に沿って、勤務の内容に応じた任用・勤務条件を

確保するため、全ての臨時・非常勤の職について、「会計年度任用職員制度の

適正な運用等について」（令和６年１２月２７日付け総務省自治行政局公務員

部長通知）等に基づき、制度の適正な運用を図っていただきたい。 

その際、令和６年人事委員会勧告に伴う給与改定に要する経費について、地

方財政計画の一般行政経費（単独）等に１，４５０億円程度を計上し、地方交

付税措置を講ずることとしていることにご留意いただきたい。 

17 地方公務員の定年引上げについては、「地方公務員法の一部を改正する法律」

（令和３年法律第６３号）が令和５年４月１日に施行されており、「地方公務

員法の一部を改正する法律の運用について」（令和３年８月３１日付け総務省

自治行政局公務員部長通知）、「地方公務員の定年引上げに向けた留意事項に

ついて」（令和４年３月３１日付け総務省自治行政局公務員部長通知）等にも

留意し、適切かつ円滑な運用に向けて取り組んでいただきたい。 

また、定年引上げに伴う定員管理については、質の高い行政サービスを安定

的に提供できる体制を確保するため、「地方公務員の定年引上げに伴う定員管

理に関する基本的な考え方及び留意事項等について」（令和４年６月２４日付

け総務省自治行政局公務員部給与能率推進室長通知）及び「定年引上げに伴う

国家公務員の特例的な定員措置の考え方を踏まえた地方公務員の定員管理に

関する留意事項等について」（令和４年１２月２３日付け総務省自治行政局公

務員部給与能率推進室長通知）を踏まえ、中長期的な観点からの定員管理の取
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組を計画的に進めていただきたい。 

18 地方公共団体における障害者雇用の促進については、「公務部門における障

害者雇用に関する基本方針」（平成３０年１０月２３日公務部門における障害

者雇用に関する関係閣僚会議決定）を参考にしながら、取り組んでいただきた

い。 

なお、障害者の就労を進めるために必要な施設や設備の設置、整備等に要す

る経費に対して、引き続き地方交付税措置を講ずることとしている。 

19 教師に優れた人材を確保するため、働き方改革の一層の推進、学校の指導・

運営体制の充実と併せて、教師の処遇改善を行うこととしている。 

現在は給料の４％としている教職調整額の率について、令和８年１月に５％

とし、令和１２年度までに１０％への引上げを行うこととされており、通常国

会に「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一

部を改正する法律案（仮称）」が提出される予定である。 

このほか、教職調整額の引上げと併せて管理職（校長、教頭等）の本給を改

善するとともに、職責や業務負担に応じた給与とする観点から、学級担任への

手当の加算、多学年学級担当手当の廃止などを行うこととされている。 

これらに必要な経費については、全額を地方財政計画の歳出に計上し、地方

交付税措置を講ずることとしている。 

20 地方公務員の人材育成・確保に当たっては、「人材育成基本方針策定指針の

改正について」（令和５年１２月２２日付け総務省大臣官房地域力創造審議官、

総務省自治行政局公務員部長通知）を踏まえ、以下の点に留意し、令和５年

１２月に策定された「人材育成・確保基本方針策定指針」を参考として、各地

方公共団体において策定されている人材育成基本方針の改正等を含め、着実に

取組を進めていただきたい。 

(1) 人材育成については、各地方公共団体が、改正後の人材育成基本方針にお

いて、特に重点的に取り組むとして明示した新たな政策課題に関する自団体

職員向けの研修経費及び都道府県等が市町村職員を含めて開催する広域的

な研修経費について、引き続き地方交付税措置を講ずることとしていること。 

(2) 人材確保については、小規模市町村を中心として、専門性を有する人材の

配置が困難な状況が見られることから、技術職員やデジタル人材の確保に対

する地方交付税措置に加え、都道府県等が、市町村と連携協約を締結した上

で、保健師、保育士、税務職員など、当該市町村が必要とする専門性を有す

る人材を確保し派遣する場合の募集経費及び人件費について、引き続き特別

交付税措置を講ずることとしていること。 
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21 「復旧・復興支援技術職員派遣制度」について、都道府県等が、平時におけ

る技術職員不足の市町村への支援や大規模災害時の中長期派遣のために技術

職員を確保する体制の更なる強化を図る観点から、市町村支援業務に従事する

技術職員数又は中長期派遣可能な技術職員数のいずれか小さい方の職員数に

係る人件費に対して地方交付税措置を講ずることとしているところであり、中

長期派遣要員を積極的に登録いただきたい。また、各都道府県においては、令

和５年度に策定した「技術職員確保計画」の内容を見直しながら、人事担当部

局と事業担当部局が連携して技術職員の確保に計画的に取り組んでいただき

たい。 

22 地方公共団体が原油価格や物価の高騰の影響を受けた生活者や事業者の負

担の軽減を、地域の実情に応じ、きめ細やかに実施できるよう、令和６年度補

正予算（第１号）において、「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」が

１兆９０８億円（うち低所得世帯支援枠４，９０８億円、推奨事業メニュー分

６，０００億円）計上されているところである。 

また、令和６年度補正予算（第１号）において、１月から３月の電気料金及

び都市ガス料金の値引き原資の支援を行うための「電気・ガス料金負担軽減支

援事業」が３，１９４億円、燃料油の小売価格急騰の抑制を図るための「燃料

油価格激変緩和対策事業」が１兆３２４億円計上されている。 

23 学校、福祉施設、図書館、文化施設など地方公共団体の施設の光熱費の高騰

に対応するため、一般行政経費（単独）に４００億円を計上することとしてい

る。当該経費に係る普通交付税の基準財政需要額の算定については、引き続き

包括算定経費において一括して算定することとしている。 

また、ごみ収集、学校給食など地方公共団体のサービス・施設管理等の委託

料の増加を踏まえ、一般行政経費（単独）に、令和６年度から３００億円を増

額し、６００億円を計上することとしている。当該経費の増額に係る普通交付

税の基準財政需要額の算定については、該当する算定費目におけるこれらの経

費に係る単位費用措置を３％程度引き上げることとしている。「自治体施設の

光熱費・施設管理等の委託料の増加への対応について」（令和７年１月８日付

け総務省自治行政局行政経営支援室通知）を踏まえ、適切に対応していただき

たい。 

このほか、公立病院等の施設整備費に対する地方交付税措置の対象となる建

築単価の上限について、最近の資材費高騰等の状況を踏まえ、５２万円／㎡か

ら５９万円／㎡へ引き上げることとし、令和６年度の病院事業債から適用する

こととしている。 
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また、津波浸水想定区域からの庁舎移転事業における建築単価の上限につい

て、最近の資材費高騰等の状況を踏まえ、４６．８万円／㎡から５０．１万円

／㎡へ引き上げることとし、令和６年度の緊急防災・減災事業債から適用する

こととしている。 

24 過去に建設された公共施設等を総合的かつ計画的に管理することにより、財

政負担を軽減・平準化するとともに、その最適配置を実現し、時代に即したま

ちづくりを行うことが重要である。このようなことから、各地方公共団体にお

いては、見直しした公共施設等総合管理計画及び個別施設計画に基づく公共施

設等の適正管理の取組を着実に進めていただきたい。 

また、「公共施設等適正管理推進事業費」について、地方公共団体が、公共

施設等の適正管理に積極的に取り組んでいけるよう、集約化・複合化事業の対

象に集約化・複合化等に伴う施設の除却事業を追加した上で、令和７年度は

５，０００億円（前年度比２００億円、４．２％増）を計上することとしてい

る。 

さらに、広域的な公共施設の集約化・複合化を円滑に進めるため、複数の地

方公共団体による公共施設の集約化等に向けた調査検討経費及び集約化等の

円滑化のための経費について、新たに特別交付税措置を講ずることとしている。 

併せて、地方公共団体金融機構との共同事業である「経営・財務マネジメン

ト強化事業」において、新たに複数の地方公共団体による公共施設の集約化等

の取組を支援するための専門アドバイザーを派遣（派遣経費は地方公共団体金

融機構が負担）することとしている。 

25 地方公共団体が、地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・主体

的に取り組むため、「地域社会再生事業費」について、令和７年度においても、

前年度同額の４，２００億円を計上することとしている。 

26 「広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律の一部を改正する法律」

（令和６年法律第３１号）が令和６年１１月１日から施行されていることを踏

まえ、情報発信や生活環境の確保等の二地域居住・関係人口に係る取組に要す

る経費について、新たに特別交付税措置を講ずることとしている。 

27 「地域おこし協力隊」については、隊員の活動に要する経費のうち報償費等

について特別交付税措置の上限を引き上げることとしている。 

また、隊員・地域住民・地方公共団体職員の三者間の円滑なコミュニケーシ

ョンを促進し、受入体制を強化するため、募集等に要する経費について、特別

交付税措置の上限を引き上げることとしている。 

さらに、ＪＥＴプログラム終了者が、プログラム終了後も同一地域で地域お
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こし協力隊員になることを可能とするため、地域要件を緩和することとしてい

る。 

28 都市部の企業の社員を即戦力として活用する「地域活性化起業人」について

は、企業退職後のシニア層の活用も可能とする「地域活性化シニア起業人」を

創設するとともに、三大都市圏外の指定都市・中核市・県庁所在市に所在する

企業の社員等の活用についても、新たに特別交付税措置を講ずることとしてい

る。また、企業派遣型地域活性化起業人の受入れに要する経費について、特別

交付税措置の上限を引き上げることとしている。 

29 昨今の民間給与や地方公務員の給与等の動向を踏まえ、ＪＥＴプログラム参

加者及び姉妹都市や姉妹校提携など外国自治体等との交流に基づいて招致し

た外国籍の外国語指導助手等の任用に要する経費、私立学校におけるＪＥＴプ

ログラム参加者の雇用に係る都道府県の助成に要する経費について、地方交付

税措置を拡充することとしている。 

30 若者・女性の力を活かした魅力的な地域づくりや地域おこし協力隊等の未来

の地域づくり人材の育成・確保の取組を加速化するため、大学等と地域が連携

した地域課題解決プロジェクト（ふるさとミライカレッジ）に要する経費につ

いて、新たに特別交付税措置を講ずることとしている。 

31 地域の担い手となる人材を確保するため、事業承継人材、都市部の副業人  

材、若者・女性・シニア・外国人等の地域内外の人材と地域企業とのマッチン

グに要する経費について、既存の措置を改組し、新たな枠組みとして特別交付

税措置を講ずることとしている。 

32 過疎地に所在し、「地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関

する法律」（平成１３年法律第１２０号）に基づき同法第２条各号に掲げる事

務を取り扱う郵便局等に対して、市町村が行政サービスや住民生活支援サービ

スを委託することに伴う初期経費について、新たに特別交付税措置を講ずるこ

ととしている。 

33 人口減少が進む中で、地域産業や地域の課題解決の担い手を確保・育成する

ことが重要であり、地域のニーズや時代の変化に対応した高校教育を推進する

ため、次のとおり地方交付税措置の創設・見直しを行うこととしている。 

(1) 公立高校を中核として産業界等と連携して実施する人材育成の取組に対

し、次の経費について新たに特別交付税措置を講ずることとしていること。 

① 都道府県等（学校設置者）が、地域の産業界との連携協定等に基づいて

実施する学科の新設・再編等に要する経費 

② 市町村が、地域の公立高校との協定等に基づいて実施する、産業界等と
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連携した地域に必要な人材の育成に要する経費 

(2) 都道府県立高校の運営経費に対する地方交付税措置について、地域のニー

ズや時代の変化に対応して学科の新設・再編等が行われる場合に適切に財政

措置を行う観点から、高等学校費（測定単位：生徒数）に種別補正を創設し、

学科の種類に応じた算定に見直しを行うこととしていること。 

34 「ローカル 10,000プロジェクト」については、引き続き、国庫補助事業の地

方負担分に対する特別交付税措置に加え、地方単独事業に対する特別交付税措

置を講ずることとしている。 

  このほか、地域資源を活用し地域課題の解決に資する地域密着型事業の創業

については、「ローカルスタートアップ支援制度」の事業の企画・立ち上げ準

備・立ち上げ・フォローアップの各段階において要する経費について、引き続

き特別交付税措置を講ずることとしている。 

35 地域運営組織に加え、「地方自治法の一部を改正する法律」（令和６年法律

第６５号）により制度が創設された指定地域共同活動団体に対する設立運営支

援等に要する経費について、地方交付税措置を講ずることとしている。 

36 「地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律」

（令和元年法律第６４号）に基づく特定地域づくり事業協同組合に対する設立

運営支援に要する経費について、引き続き特別交付税措置を講ずることとして

いる。 

37 連携中枢都市圏ビジョンを策定した連携中枢都市及び連携市町村の取組に

要する経費、定住自立圏共生ビジョンを策定した中心市及びその近隣市町村の

取組に要する経費並びに「地域の未来予測」の共同作成やそれに基づく広域連

携の取組に要する経費について、引き続き地方財政措置を講ずることとしてい

る。 

38 地方版総合戦略に基づき、地方公共団体と国公私立大学等が「協定」を締結

し連携して雇用創出・若者定着にあたる取組に要する経費や、地方に定着する

若者の奨学金返還を支援するための取組に要する経費について、引き続き特別

交付税措置を講ずることとしている。 

併せて、地域貢献・地域連携を主たる目的とする公立大学等施設の整備につ

いて、引き続き地域活性化事業債の対象とすることとしている。 

39 地域の人への投資（リスキリング）の推進のため、引き続き特別交付税措置

を講ずることとしている。 

40 こども・子育て支援の強化に係る地方財源については、次のとおり、確保す

ることとしている。 



- 21 - 

(1) 令和７年度においては、「こども未来戦略」に掲げる「こども・子育て支

援加速化プラン」について次の措置等を講ずることとされており、前年度か

らの地方負担の増（２，４１０億円程度）について、全額を地方財政計画の

一般行政経費（補助）等に計上するとともに、地方交付税措置を講ずること

としていること。 

① ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や若い世代の

所得向上に向けた取組 

ア 児童手当の抜本的拡充（所得制限の撤廃、高校生年代までの支給期間

の延長及び多子加算について第３子以降３万円の平年度化）５８３億円 

イ 高等教育費の負担軽減（多子世帯の学生等について、所得制限を設け

ず授業料・入学金を無償化）                 ２２０億円 

ウ 妊婦のための支援給付（経済的支援）への国費充当（地方負担の解消） 

△２５８億円 

② 全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充 

ア 産後ケア事業及び新生児聴覚検査の拡大         ●１０億円 

イ 幼児教育・保育の質の向上（保育士等の処遇改善、１歳児の保育士等 

の配置改善）                    １，１８４億円 

ウ 地域子ども・子育て支援事業の充実（こども誰でも通園制度の実施、

放課後児童クラブの常勤職員の配置改善等）        ３７億円 

エ 多様な支援ニーズへの対応（障害児支援の拡大、児童扶養手当の拡充

（所得制限の見直し、多子加算の見直し）の平年度化等） ５８８億円 

③ 共働き・共育ての推進（地方公務員分） 

男性の育児休業取得促進、出生後一定期間内の育児休業給付の給付率の

引上げ（手取りで８割相当から１０割相当）及び育児時短勤務手当金の創

設                               ●４９億円 

(2) 「こども未来戦略」に基づく取組に併せて、地方公共団体において地域の

実情に応じた現物給付事業を拡充することが見込まれることから、地方公共

団体が、地域の実情に応じてきめ細かに独自のこども・子育て政策（ソフ

ト）を実施できるよう、引き続き地方財政計画の一般行政経費（単独）に

１，０００億円（前年度同額）を計上することとしていること。 

(3) 地方公共団体が、「こども未来戦略」に基づく取組に併せて、こども・子

育て支援機能強化に係る施設整備や子育て関連施設の環境改善（ハード）を

速やかに実施できるよう、地方財政計画における「こども・子育て支援事業

費」について、引き続き５００億円（前年度同額）を計上することとしてい
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ること。 

41 地方公共団体が、公共施設等の脱炭素化のための地方単独事業を計画的に実

施できるよう、「脱炭素化推進事業費」について、令和７年度は１，０００億

円（前年度同額）を計上することとしている。その地方負担については、９０

％まで地方債（脱炭素化推進事業債）を充当できることとし、後年度の元利償

還金に対する地方交付税措置については、再生可能エネルギーの導入及びＺＥ

Ｂ化についてはその５０％、省エネルギー改修の実施及びＬＥＤ照明の導入に

ついては地方公共団体の財政力に応じてその３０％～５０％、電動車等の導入

についてはその３０％を、それぞれ基準財政需要額に算入することとしている。 

なお、脱炭素化推進事業債及び公営企業債（脱炭素化推進事業）の事業期間

（令和７年度まで）終了後の在り方については、地方公共団体における地域脱

炭素に関する取組や地域の実情、課題等を踏まえて検討する予定であるが、令

和７年度までに工事に着手した事業については、令和８年度以降も現行と同様

の地方財政措置を講ずることとしている。 

42 「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」（令和４年１２月１５日児

童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会議決定。令和６年１２月２３日再改

定）に基づき、児童虐待防止対策の強化を図るため、令和７年度に児童相談所

の児童福祉司を約９０人、児童心理司を約２４０人それぞれ増員できるよう、

地方財政計画に必要な職員数を計上するとともに、道府県の標準団体で児童福

祉司９９人分及び児童心理司４４人分の配置について、地方交付税措置を講ず

ることとしている。 

43 令和７年度においては、社会保障・税一体改革による「社会保障の充実」に

ついて次の措置等を講ずることとされており、その地方負担（９，４３９億円

（前年度比１２０億円増））について、引き続き地方交付税措置を講ずること

としている。 

(1) 子ども・子育て支援（３，７８５億円） 

子ども・子育て支援新制度において、教育・保育、地域の子ども・子育て

支援の量的拡充及び質の向上を引き続き実施すること（３，５４１億円）。 

なお、上記の子ども・子育て支援新制度には、地方単独事業である公立施

設分も含まれているものであること。 

(2) 医療・介護（５，６２２億円） 

① 「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律

の整備等に関する法律」（平成２６年法律第８３号）により創設された地

域医療介護総合確保基金を活用して、医療分野及び介護分野において、病
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床の機能分化・連携や地域包括ケアシステムの構築等を引き続き実施する

こと（医療分２９６億円、介護分１７５億円）。 

また、地域医療介護総合確保基金のうち地域医療構想の実現を図るため

の病床機能再編支援分として２２億円を引き続き全額国費で計上するこ

と。 

② 令和６年度の診療報酬及び介護報酬改定に伴い、医療関係職種の賃上げ

及び介護職員の処遇改善のための措置を引き続き実施すること（医療

１２７億円、介護３５４億円）。 

44 令和７年度においては、「人づくり革命」について次の措置等を講ずること

とされており、その地方負担（６，８０１億円（前年度比２３億円増））につ

いて、引き続き地方交付税措置を講ずることとしている。 

(1) 幼児教育・保育の無償化 

３歳から５歳までの全ての子ども及び０歳から２歳までの住民税非課税

世帯の子どもについての幼稚園、保育所、認定こども園等の費用の無償化を

引き続き実施すること（５，４４８億円）。 

(2) 高等教育の無償化 

「大学等における修学の支援に関する法律」（令和元年法律第８号）に基

づき、住民税非課税世帯及び住民税非課税世帯に準ずる世帯の学生を対象に

実施している高等教育の修学支援（学資支給及び授業料等の減免）について、

令和７年度から多子世帯の所得制限を撤廃することとされていること（公立

大学等分１７７億円、私立専門学校分３１５億円）。 

45 医療・介護提供体制改革並びに医療費及び介護費の適正化については、「医

療法」（昭和２３年法律第２０５号）に基づく地域医療構想の実現に向けた取

組並びに「高齢者の医療の確保に関する法律」（昭和５７年法律第８０号）に

基づく都道府県医療費適正化計画及び「介護保険法」（平成９年法律第１２３

号）に基づく介護保険事業（支援）計画に掲げる取組を進めるなど、引き続き

適切に取り組んでいただきたい。 

なお、新たな地域医療構想の策定及び取組や医師偏在対策等については、通

常国会に「医療法等の一部を改正する法律案（仮称）」が提出される予定であ

り、その内容にご留意いただきたい。 

46 国民健康保険制度については、「持続可能な医療保険制度を構築するための

国民健康保険法等の一部を改正する法律」（平成２７年法律第３１号）に基づ

き、都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体となったが、制度の円滑な

運営ができるよう、引き続き適切に取り組んでいただきたい。特に、次の事項
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にご留意いただきたい。 

(1) 令和７年度については、財政基盤強化のための支援措置を次のとおり講ず

ることとしていること。 

① 「今後の社会保障改革の実施について」（平成２８年１２月２２日社会

保障制度改革推進本部決定）に基づき、保険者努力支援制度等の実施のた

めに必要となる１，７７２億円（全額国費）が引き続き確保されているこ

と。 

② 都道府県が、都道府県内の市町村の財政の状況その他の事情に応じた財

政調整を行うため、「国民健康保険法」（昭和３３年法律第１９２号）第

７２条の２に基づき、一般会計から当該都道府県の国民健康保険に関する

特別会計に繰り入れる都道府県繰入金（給付費等の９％分）については、

その所要額（５，７１８億円）について、引き続き地方交付税措置を講ず

ることとしていること。 

③ 以下の制度に係る地方負担について、引き続き地方交付税措置を講ずる

こととしていること。なお、保険者支援制度の拡充及び高額医療費負担金

については、制度改正を予定していること。 

ア 保険料軽減制度（４，３５８億円（全額地方負担）（都道府県３／４、

市町村１／４）） 

イ 保険者支援制度（２，６１２億円（うち地方負担１，３０６億円）

（国１／２、都道府県１／４、市町村１／４）） 

ウ 高額医療費負担金（３，５１７億円（うち地方負担８７９億円）

（国１／４、都道府県１／４、都道府県国保１／２）） 

エ 未就学児に係る国民健康保険料等の被保険者均等割額の減額措置

（８１億円（うち地方負担４０億円）（国１／２、都道府県１／４、

市町村１／４）） 

オ 出産する被保険者に係る産前産後期間相当分（４か月間）の均等割保

険料及び所得割保険料の減額措置（１５億円（うち地方負担８億円）

（国１／２、都道府県１／４、市町村１／４）） 

カ 国保財政安定化支援事業（１，０００億円（全額地方負担）（市町村

単独）） 

(2) 保険者努力支援制度において、予防・健康づくりや医療費適正化の推進に

向けた保険者に対する財政的インセンティブとして、これらの取組に係る客

観的な評価指標による「国民健康保険保険者努力支援交付金」（９１２億円

（全額国費））及び予防・健康づくりを一層推進するための「国民健康保険
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保険者努力支援交付金（事業費分・事業費連動分）」（３８０億円（全額国

費））を引き続き交付することとされていること。 

なお、普通調整交付金の配分について、所得調整機能の観点や、加入者の

特性で調整した標準的な医療費を基準とする観点から、引き続き地方公共団

体等との議論を深めることとされていること。 

(3) 国民健康保険については、都道府県が財政運営の責任主体となる制度を円

滑に運営できるよう、財政支援の拡充が行われたことを踏まえるとともに、

都道府県内の保険料水準の統一を図るため、決算補塡を目的とする法定外繰

入等の早期解消に向けて取り組むこと。 

47 後期高齢者医療制度については、実施主体である後期高齢者医療広域連合の

財政基盤の強化のため、以下の制度に係る地方負担について、引き続き地方交

付税措置を講ずることとしている。 

(1) 保険料軽減制度（３，９１４億円（全額地方負担）（都道府県３／４、

市町村１／４）） 

(2) 高額医療費負担金（５，０７７億円（うち地方負担１，２６９億円）

（国１／４、都道府県１／４、後期高齢者医療広域連合１／２）） 

(3) 財政安定化基金（２１６億円（うち地方負担７２億円）（国１／３、

都道府県１／３、後期高齢者医療広域連合１／３）） 

48 養護老人ホーム及び軽費老人ホームに勤務する職員について、その業務内容

が介護職員の業務内容に類似していることなどを踏まえ、令和６年度補正予算

（第１号）における介護人材確保・職場環境改善等事業を踏まえた対応を図る

ことができるよう、地方公共団体における老人保護措置費に係る支弁額等の改

定に生ずる経費について引き続き地方交付税措置を講ずることとしている。 

  なお、厚生労働省の調査によると、過去の介護報酬改定や消費税率の引上げ

に対応するための老人保護措置費に係る支弁額等の改定を行っていない地方

公共団体が一定数存在している。養護老人ホームや軽費老人ホームは居宅での

生活が困難な高齢者に対する受け皿として重要な役割を果たしていることも

踏まえ、支弁額等の適切な改定に取り組んでいただきたい。 

49 「予防接種法」（昭和２３年法律第６８号）に基づく定期の予防接種につい

て、次のとおり措置を講ずることとしている。 

(1) 定期の予防接種の対象疾病（Ｂ類疾病）に、帯状疱疹を追加することとさ

れており、実費徴収できない低所得者分の所要額について、新たに地方交付

税措置を講ずることとしていること。 

(2) 新型コロナウイルス感染症について、令和７年度の定期接種における標準
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的な接種費用が１５，６００円と見込まれていることを踏まえ、実費徴収で

きない低所得者分の所要額について、地方交付税措置を講ずることとしてい

ること。 

(3) ヒトパピローマウイルス様粒子ワクチンの積極的な勧奨の差控えにより

接種機会を逃した方への対応について、令和４年４月１日から令和７年３月

３１日までに１回以上接種している者については、接種期間を延長すること

とされており、その所要額について地方交付税措置を講ずることとしている

こと。 

50 地方公共団体においては、引き続き国・地方を通じた厳しい財政状況と税財

政制度上の対応を見通し、また、政府における経済財政諮問会議等での議論も

注視しながら、簡素で効率的な行財政システムを構築し、行財政運営について

透明性を高め、公共サービスの質の向上に努めるなど、質の高い公共サービス

を効率的・効果的に提供することが必要である。 

特に、「骨太方針２０２４」で示された「経済・財政新生計画」及び「経済

・財政新生計画 改革実行プログラム２０２４」（令和６年１２月２６日経済

財政諮問会議決定）に則って、経済・財政一体改革を着実に実行するため、以

下の点にご留意いただきたい。 

(1) 「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について」（平成２７年

８月２８日付け総務大臣通知）を踏まえ、各地方公共団体において又は複数

の地方公共団体が連携して積極的に地方行政サービス改革の推進に努める

こと。 

「自治体フロントヤード改革」については、令和５年度補正予算（第１号）

及び令和６年度補正予算（第１号）において実施している「自治体フロント

ヤード改革支援事業」を通じて、住民の利便性向上・業務効率化に関する効

果を示しつつ、円滑なデジタル実装が可能となるような手順書を作成すると

ともに、取組状況の見える化を推進し、地方公共団体の自主的な改革を促進

することとしていること。これらを踏まえ、各地方公共団体において「自治

体フロントヤード改革」を推進するよう努めること。その際、地方公共団体

が負担する住民サービスの提供に必要なシステム導入費等について、デジタ

ル活用推進事業債（仮称）の対象とすることとしていること。 

また、上記取組のほか民間委託や申請等関係事務処理法人の活用等により、

更なる窓口業務改革の推進に努めること。 

(2) 地方公営企業については、経営戦略の策定・改定並びに事業廃止、民営化

・民間譲渡、広域化等及び民間活用といった抜本的な改革等の取組を通じて、
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経営基盤の強化等を図るとともに、公営企業会計の適用拡大や経営比較分析

表の活用等による「見える化」を推進することとしていること。 

51 地方公共団体等の経営・財務マネジメントを強化し、財政運営の質の向上を

図るためにアドバイザーを派遣する「経営・財務マネジメント強化事業」につ

いては、令和７年度も引き続き実施することとし、「公営企業・第三セクター

等の経営改革」、「公営企業会計の適用」、「地方公会計の整備・活用」、「公

共施設等総合管理計画の見直し・実行」、「地方公共団体のＤＸ」、「地方公

共団体のＧＸ」及び「首長・管理者向けトップセミナー」に加え、新たに「地

方公共団体間の広域連携（公共施設の集約化等、専門人材の確保、事務の共同

実施）」についてアドバイザーを派遣（派遣経費は地方公共団体金融機構が負

担）することとしている。このうち、「地方公共団体のＤＸ」については、「消

防防災ＤＸ」などにも活用が可能であり、各地方公共団体においては、本事業

を積極的に活用していただきたい。 

また、事業の実施に当たり、都道府県の市区町村担当課においては、派遣先

市区町村に係る調整やフォローアップなど主体的に関与いただきたい。 

52 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成１９年法律第９４号）

の趣旨等を踏まえ、次の事項に適切に対応いただきたい。 

(1) 一般会計等のみならず、公営企業等の特別会計や第三セクター等を含めた

当該団体の財政状況全体を的確に分析した上で、総合的な財政健全化を図る

こと。 

(2) 第三セクター等との間で行われている反復・継続的な短期貸付金のうち、

地方公共団体への返済が出納整理期間に行われる貸付金については、会計年

度独立の原則の趣旨に反していることから、見直しを図ること。また、第三

セクター等が年度を越えて金融機関から借り入れた資金により地方公共団

体への返済が行われる貸付金については、第三セクター等の経営状況を踏ま

え、長期貸付への切替え等必要な見直しを行うこと。 

(3) 財政再生団体又は公営企業に係る経営健全化団体は、財政再生計画又は経

営健全化計画を着実に遂行するとともに、これらの団体が所在する都道府県

にあっては、その進捗状況について継続的に確認を行うとともに、必要に応

じて助言を行うこと。 

(4) 「第三セクター等の経営健全化の推進等について」（平成２６年８月５日

付け総務大臣通知）等を踏まえ、地方公共団体と関係を有する第三セクター

及び地方公社については、各地方公共団体において、経営健全化等に取り組

むこと。特に、財政的なリスクの高いものについては、「第三セクター等の
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経営健全化方針の策定と取組状況の公表について」（令和元年７月２３日付

け総務省自治財政局公営企業課長通知）を踏まえ経営健全化方針を策定の上、

策定した方針に基づき、一層の経営健全化に取り組むとともに、その取組状

況を公表すること。 

53 予算計上及び予算執行については、関係法令に則り適正に行う必要があるが、

特に以下の点についてご留意いただきたい。 

(1) 地方公共団体の基金については、その規模や管理などについて十分検討を

行った上で、それぞれの基金の設置の趣旨に即して、確実かつ効率的な運用

を行いつつ、優先的に取り組むべき事業への活用を図るなど、適正な管理・

運営に努めていただきたいこと。 

また、基金の使途・増減の理由・今後の方針等の積立状況等について、財

政状況資料集における「見える化」をはじめ、公表情報の充実を図るよう努

めていただきたいこと。 

(2) 運用の一形態として、基金から一般会計等に会計年度を越える繰替運用を

行うという事例や基金が保有する国債等を金融機関に消費寄託するという

事例が見受けられるが、「地方自治法」（昭和２２年法律第６７号）第

２４１条及びそれぞれの基金設置条例の趣旨を逸脱したものとなることの

ないよう、基金の運用として安全確実性、有利性、流動性（支払準備性、換

金性）について満たされているか検証し、必要なものについてはその適正化

を図ること。 

54 地方公会計については、毎年度、各地方公共団体において、決算年度の翌年

度までに統一的な基準による固定資産台帳や財務書類の作成・更新を行い、分

かりやすく公表していただきたい。これに関し、総務省において、引き続き各

地方公共団体が作成した財務書類等を比較可能な形で「見える化」することと

しているので、ご留意いただきたい。なお、当該基準による財務書類等の作成

・更新に要する経費について、引き続き地方交付税措置を講ずることとしてい

る。 

また、令和６年度に改訂された統一的な基準に基づく財務書類等の作成・更

新については、令和８年度決算を対象とする財務書類等の整備までに行い、公

表していただきたい。 

併せて、財務書類等から得られる地方公会計情報については、公共施設等総

合管理計画の進捗や改訂・充実等に役立てるなど、資産管理や予算編成等に積

極的に活用していただきたい。そのため、これらの取組に関する具体的な活用

事例を取りまとめ、公表しているので、当該事例も参考にしながら取組を進め
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ていただきたい。 

55 財政情報の開示については、引き続き決算の早期開示に取り組むとともに、

住民等に対する説明責任をより適切に果たし、地方公共団体の財政マネジメン

トの強化を図る観点から、住民一人当たりコストや地方公会計情報の整備によ

り得られる指標等の公表など、財政状況資料集等の活用による住民等へのより

分かりやすい情報開示と内容の充実に取り組んでいただきたい。 

56 一般行政経費（単独）に相当する地方単独事業（ソフト分）に係る決算情報

については、決算統計システムにより、全ての歳出区分を回答対象とする調査

を実施しているため、引き続き適切に対応いただきたい。 

57 公共工事については、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法

律」（平成１２年法律第１２７号）及び「公共工事の品質確保の促進に関する

法律」（平成１７年法律第１８号）等において、債務負担行為や繰越制度の活

用により施工時期等の平準化を図ることとされているところである。平準化の

取組の推進について「地方公共団体における公共工事の施工時期の平準化に関

する取組の「見える化」を踏まえた更なる取組の推進について」（令和５年

１月１１日付け総務省自治行政局行政課長、国土交通省不動産・建設経済局建

設業課長通知）により通知しているので、これに留意の上、各地方公共団体の

令和７年度予算に計上される公共工事等について、ゼロ債務負担行為を適切に

設定するなど、施工時期の平準化に向けて積極的に取り組んでいただきたい。

また、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の活用によるダンピング受注

の防止、令和６年度から「労働基準法」（昭和２２年法律第４９号）の時間外

労働上限規制が建設業にも適用されていることを踏まえ、長時間労働を防ぎ週

休２日が確保されることを前提とした工期の設定、急激な物価変動等を含む市

場の最新の実勢価格を反映した適正な予定価格の設定、契約後の資材や労務費

の高騰等の変動に備えたいわゆるスライド条項（公共工事標準請負契約約款第

２６条）の適切な運用など発注関係事務の適切な運用に取り組んでいただきた

い。 

58 地方公共団体の契約における中小企業者への配慮については、「地方公共団

体の調達における中小企業者の受注機会の確保等について」（令和６年４月

１９日付け総務省自治行政局長通知）で要請したとおり、「令和６年度中小企

業者に関する国等の契約の基本方針」（令和６年４月１９日閣議決定）を十分

に踏まえた対応をしていただきたい。特に、中小企業者への発注時期等の平準

化、需給の状況、原材料及び人件費等の最新の実勢価格等を踏まえた適切な予

定価格の設定、低入札価格調査制度、最低制限価格制度等の適切な活用、最低
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賃金額の改定や労務費、原材料費、エネルギーコスト等の実勢価格に係る契約

後の状況に応じた必要な契約変更の実施、著作権等の知的財産の取扱い並びに

平時においても燃料供給が安定的に行われる環境維持の重要性に鑑み、災害時

の燃料供給協定を締結している石油組合との随意契約を行うことができるこ

と等の中小石油販売業者に対する配慮についてご留意いただきたい。 

なお、人件費等の最新の実勢価格等を踏まえた適切な予定価格の設定や契約

変更の実施については、「「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指

針」を踏まえた対応について（通知）」（令和６年１月１２日付け総務省自治

行政局行政課長通知）により通知している「労務費の適切な転嫁のための価格

交渉に関する指針」を踏まえて適切に対応していただきたい。 

  また、官公需印刷物については、「官公需印刷物の入札・契約に関する取扱

いについて（通知）」（令和５年１０月２０日付け総務省自治行政局行政課長

通知）により、最新の実勢価格等を踏まえた適切な予定価格の設定、低入札価

格調査制度等の適切な活用、受注者の知的財産権に配慮した契約やコンテンツ

版バイ・ドール契約等の積極的な活用について通知しているのでご留意いただ

きたい。 

さらに、ビルメンテナンス業務の公共調達については、「「ビルメンテナン

ス業務に係る発注関係事務の運用に関するガイドライン」の改正について（通

知）」（令和５年４月２８日付け総務省自治行政局行政課長通知）、「最低賃

金額の改定に伴うビルメンテナンス業務に関する契約金額の変更について（通

知）」（令和６年８月２９日付け総務省自治行政局行政課長通知）等を踏まえ、

厚生労働省の「ビルメンテナンス業務に係る発注関係事務の運用に関するガイ

ドライン」（令和５年４月２８日付け厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全

審議官通知）に基づく最新の「建築保全業務労務単価」を踏まえた予定価格の

適正な設定や、最低賃金額の改定、労務単価、資材・機材等の価格変動に伴う

適切な契約金額の変更について通知しているのでご留意いただきたい。 

59 公金収納等事務に係る手数料については、「指定金融機関等に取り扱わせて

いる公金収納等事務に要する経費の取扱い等について（通知）」（令和４年３

月２９日付け総務省自治行政局行政課長、総務省自治税務局企画課長通知）等

に基づき、地方公共団体と指定金融機関等の協議により見直しが行われている

ことを踏まえつつ、引き続き地方交付税措置を講ずることとしている。 

60 令和８年９月以降ｅＬ－ＱＲ（地方税統一ＱＲコード）の仕組みを地方税以

外の公金にも拡大することを受け、各地方公共団体においては、改修が必要と

なるシステムについて事業者との調整を進める等、引き続き積極的にご対応い
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ただきたい。これに関し、ｅＬ－ＱＲを活用した公金収納のデジタル化に対応

するための財務会計システム等の改修に要する経費について、デジタル活用推

進事業債（仮称）の対象とすることとしている。 

61 公共施設等の整備・運営に民間の資金や創意工夫を活用することにより、効

率的かつ効果的であって良好な公共サービスを実現するため、「ＰＰＰ／ＰＦ

Ｉ推進アクションプラン（令和６年改定版）」（令和６年６月３日民間資金等

活用事業推進会議決定）において、優先的検討の促進等の施策が盛り込まれて

おり、これらに基づいて公共施設等運営権制度の積極的導入や公共施設の維持

更新・集約化等への多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入等を推進することとして

いるので、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の円滑な実施の促進にご配慮いただきたい。 

62 「活動火山対策特別措置法の一部を改正する法律」（令和５年法律第６０号）

により、国及び地方公共団体は、「火山に関し専門的な知識又は技術を習得さ

せるための教育の充実を図り、及びその知識又は技術を有する人材の能力の発

揮の機会を確保すること等を通じた当該人材の育成及び継続的な確保に努め

なければならない」とされたことを踏まえ、地方公共団体が行う火山防災人材

の育成及び確保に要する経費について、新たに特別交付税措置を講ずることと

している。 

63 地方公共団体が「性犯罪・性暴力被害者支援のための交付金」を受けて実施

する性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの運営等に要す

る経費について、地方交付税措置を拡充することとしている。 

64 「東日本大震災復興特別区域法」（平成２３年法律第１２２号）に基づき、

令和７年度に施設等を新設又は増設した者に対し地方税の課税免除を行う場

合、これに伴う減収額に９／１０を乗じた額を震災復興特別交付税による補塡

の対象とすることとしている。また、不均一課税を行う場合においては、課税

免除を行った場合の減収額の９／１０を上限に震災復興特別交付税による減

収補塡の対象とすることとしている。なお、「福島復興再生特別措置法」（平

成２４年法律第２５号）（以下「復興特区法等」という。）に基づき、令和７

年度に施設等を新設又は増設した者に対し地方税の課税免除等を行う場合、こ

れに伴う減収額について、引き続きその全額を震災復興特別交付税による補塡

の対象とすることとしている。 

65 地方選挙における期日前投票所の設置については、「期日前投票所の設置促

進について」（令和６年６月４日付け総務省自治行政局選挙部管理課長通知）

等を踏まえ、選挙人にとって利便性の高い場所への期日前投票所の設置を検討

し、積極的に取り組んでいただきたい。これに関し、期日前投票所の会場借上
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料や警備員等派遣に要する経費、移動期日前投票所に係る車両借上料や移動支

援として期日前投票所までの交通手段の提供に要する経費等について、引き続

き特別交付税措置を講ずることとしている。 

66 自治会等の加入率の低下や担い手不足等の課題に対応していくため、自治会

等の加入促進等に係る取組に要する経費について、引き続き地方交付税措置を

講ずることとしている。 

67 「市町村の合併の特例に関する法律」（平成１６年法律第５９号）に基づき、

自らの判断により合併を進めようとする市町村を対象として、引き続き合併の

円滑化を図るための措置を講ずることとしている。また、合併した市町村につ

いては、引き続き地方財政措置を講ずることとしている。 

68 高等学校以下の私立学校に対する助成について、引き続き地方交付税措置を

講ずることとしている。 

また、都道府県が行う私立高等学校の地域の実情に応じた低所得者等に対す

る授業料軽減を含めた支援、私立小中学校の家計急変世帯に対する授業料軽減、

私立幼稚園の預かり保育推進事業費補助及び私立幼稚園教員の人材確保支援

事業費補助並びに授業目的公衆送信補償金制度に基づく補償金に対する助成

について、引き続き地方交付税措置を講ずることとしている。 

  なお、地域における「学びのセーフティネット」としての機能を踏まえ、私

立専修学校高等課程における特別の支援を要する生徒や不登校の生徒への支

援のための追加費用に対する都道府県の補助について、新たに特別交付税措置

を講ずることとしている。 

69 私立幼稚園における医療的ケア看護職員配置に対し、国と協調して行う地方

公共団体の補助に要する経費について、新たに特別交付税措置を講ずることと

している。 

70 「主要農作物種子法」（昭和２７年法律第１３１号）に基づき都道府県が実

施することとされていた事務については、「主要農作物種子法を廃止する法律」

（平成２９年法律第２０号）の施行後においても、「種苗法」（平成１０年法

律第８３号）等に基づき従前と同様に実施することとされていることから、当

該事務に要する経費について、引き続き地方交付税措置を講ずることとしてい

る。 

71 地方公共団体が国の交付金を受けて実施する特定外来生物の防除等に要す

る経費に対する特別交付税措置については、措置の対象に、農林水産省の「土

地改良施設維持管理適正化事業費補助」の「水利施設管理強化事業（特定外来

生物対策型）」を受けて実施する事業に要する経費を追加することとしている。 
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72 地方公共団体が行う商工会・商工会議所の職員設置費等の補助に要する経費

については、公務員給与の引上げに準じた所要額や、小規模事業者の持続的発

展に向けた商工会・商工会議所の広域連携の促進等に要する経費を含め、地方

交付税措置を講ずることとしている。 

73 地域公共交通の再構築については、「社会資本整備総合交付金」の「地域公

共交通再構築事業」等を受けて実施する鉄道施設やバス施設等の整備事業に係

る地方負担について、引き続き地方財政措置を講ずることとしている。 

74 環境省において「市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理

システムの指針」を令和６年度中に改訂し、全ての市町村が、生ごみ、剪定枝

等木質ごみ、廃食用油（以下「生ごみ等」という。）の分別収集及び適正な循

環的利用に努めるよう、位置付けられる予定であること等を踏まえ、市町村が

実施する生ごみ等の分別収集及び適正な循環的利用に要する経費について、新

たに特別交付税措置を講ずることとしている。 

75 公営企業会計と一般会計との間の経費負担区分の考え方については、「地方

財政法」及び「地方公営企業法」（昭和２７年法律第２９２号）に規定されて

いるところであるが、令和７年度の地方財政計画上の整理については、別途通

知することとしているので、その適正な運用と地方公営企業の健全な経営にご

留意いただきたい。 

76 公営競技施行者に偏在する収益金の全国的な均てん化のための公営競技納

付金制度については、令和７年度で現行制度の期限が到来することから、現行

制度と同内容で令和１２年度まで延長することとし、そのために「地方財政法」

の改正を行う予定としている。 

77 「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方

税法及び地方交付税法の一部を改正する法律」（平成２４年法律第６９号）に

基づく地方消費税率の引上げに関して次の事項にご留意いただきたい。 

(1) 引上げ分の地方消費税収の社会保障財源化 

引上げ分に係る地方消費税収（市町村交付金を含む。）については、社会

保障施策に要する経費に充てるものとすることが「地方税法」（昭和２５年

法律第２２６号）上、明記されており、各地方公共団体においては、「引上

げ分に係る地方消費税収の使途の明確化について」（平成２６年１月２４日

付け総務省自治税務局都道府県税課長通知）に基づき、予算書及び決算書の

説明資料等において、引上げ分に係る地方消費税収の使途の明示を遺漏なく

実施していただきたいこと。 

また、引き続き決算ベースにおいて、地方財政全体で、社会保障施策に要
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する経費を調査・集計し、公表することとしていること。 

(2) 適格請求書等保存方式への対応 

令和５年１０月１日から開始された適格請求書等保存方式（インボイス制

度）においては、地方公共団体の一般会計又は特別会計から仕入れを行った

事業者が消費税の仕入税額控除を受けるためには、それぞれの会計が、税務

署長から適格請求書発行事業者の登録を受け、仕入れを行った事業者に対し

て、適格請求書等を交付する必要があること。 

現時点で適格請求書発行事業者の登録を受けていない特別会計において

は、その性質上、例外的にインボイス制度への対応を要しない会計もあり得

るところであるが、新たに消費税の課税取引が生ずる場合等、今後、適格請

求書発行事業者の登録を受ける必要が生じた際には、速やかにその登録申請

を行うなど適切に対応いただきたいこと。 

同様に、新たに特別会計を設置した場合には、設置日以後に登録申請を行

うこととなるが、特別会計の設置日の属する課税期間の初日から登録を受け

ようとする旨を記載した登録申請書を、その課税期間の末日までに提出した

場合、その課税期間の初日に登録を受けたものとみなされる特例が設けられ

ていること。ただし、登録申請書を提出してから、登録通知を受けるまでは

一定の期間を要することから、早期にインボイスを交付するためには、特別

会計の設置日以後速やかに登録申請を行う必要があること。 

また、デジタル庁において、政府機関・地方公共団体、民間事業者のバッ

クオフィス業務のデジタル化を進めるため、国際的な標準仕様であるＰｅｐ

ｐｏｌ（ペポル）をベースとしたインボイス（Ｐｅｐｐｏｌ ｅ－ｉｎｖｏｉ

ｃｅ）の普及・定着に向けた取組を行っていることから、地方公共団体にお

いてもデジタルインボイスを積極的に導入いただきたいこと。 

現在、民間のサービスプロバイダーによりＰｅｐｐｏｌ ｅ－ｉｎｖｏｉ

ｃｅ対応サービス・プロダクトが広く展開され、民間事業者等の間で利活用

が進むとともに、政府調達においても、令和５年１０月より、電子調達シス

テム（ＧＥＰＳ）等によるＰｅｐｐｏｌ ｅ－ｉｎｖｏｉｃｅの受領が可能と

なっていること等も参考としていただきたいこと。 

なお、日本におけるＰｅｐｐｏｌ ｅ－ｉｎｖｏｉｃｅの標準仕様は、日本

のＰｅｐｐｏｌ Ａｕｔｈｏｒｉｔｙ（管理局）であるデジタル庁が開発・公

表していること。 

インボイス制度への事業者としての対応については、「地方公共団体にお

けるインボイス対応Ｑ＆Ａ」（令和６年１２月２６日版）を参照いただきた
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いこと。 

また、「競争入札において消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制

度）に関する入札参加資格を定めることについて（通知）」（令和４年１０

月７日付け自治行政局行政課長通知）を踏まえ、競争入札により契約を締結

しようとする場合において、地方公共団体に課せられる消費税の負担が増加

すること等の地方公共団体にとって不利益になることを理由として適格請

求書発行事業者でない者を競争入札に参加させないこととするような入札

参加資格を定めることは適当ではないことにご留意いただきたいこと。 

 

第４ 通常収支分の歳入歳出 

１ 歳入 

(1) 地方税 

地方税については、次の事項にご留意いただきたい。 

① 令和７年度の地方税制改正に伴う令和７年度の地方税の影響額として

７３億円の減収を見込んでいること。 

② 令和７年度の地方財政計画における地方税収入見込額については、税制

改正後において、前年度当初見込額に比し２兆７，１６４億円、６．４％

増の４５兆４，４９３億円（道府県税にあっては６．９％の増、市町村税

にあっては５．９％の増）になるものと見込まれること。主要税目では、

道府県民税のうち所得割１３．４％の増、法人税割０．６％の増、法人事

業税９．３％の増、地方消費税１．９％の増、市町村民税のうち所得割

１３．５％の増、法人税割０．７％の増、固定資産税（交付金を除く。）

２．３％の増となる見込みであること。 

この地方税収入見込額は、地方公共団体全体の見込額であるので、地域

における経済の実勢等に差異があること等を踏まえ、適正な収入の見積り

を行う必要があること。 

③ 都市計画税は、「都市計画法」（昭和４３年法律第１００号）に基づい

て行う都市計画事業等に要する費用に充てるために課される目的税であ

ることから、その趣旨を踏まえ、対象事業に要する費用を賄うためその必

要とされる範囲について検討を行い、適宜、税率の見直し等を含めた適切

な対応を行う必要があること。 

また、本税の目的税としての性格に鑑み、都市計画税収の都市計画事業

費への充当について明示することにより、その使途を明確にすること。 

④ 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消
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防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）

に要する費用に充てる目的税であることから、その趣旨を踏まえ、入湯税

収の具体的事業費への充当について予算書、決算書の事項別明細書あるい

は説明資料等において明示することにより、その使途を明確にすること。 

(2) 地方譲与税 

① 地方譲与税の収入見込額は、２兆９，６６１億円（前年度比２，３６８

億円、８．７％増）である。 

その内訳は、地方揮発油譲与税２，１２７億円（同２６億円、１．２％

減）、石油ガス譲与税４０億円（同３億円、７．０％減）、自動車重量譲

与税３，０７７億円（同６４億円、２．１％増）、航空機燃料譲与税

１４５億円（同２億円、１．４％増）、特別とん譲与税１１３億円（同

１億円、０．９％減）、森林環境譲与税６８９億円（同４８億円、７．５

％増）及び特別法人事業譲与税２兆３，４７０億円（同２，２８４億円、

１０．８％増）となっている。 

② 森林環境譲与税の活用等について、課税開始に伴い社会の関心が高まっ

ていることも踏まえ、森林整備や木材利用等に一層有効に活用するととも

に、その使途に関する事項について、インターネットの利用その他適切な

方法により公表し、基金へ積み立てる場合等についても、その実施計画を

公表するなど、住民に対する説明を十分に行っていただきたい。 

(3) 地方特例交付金等 

地方特例交付金等の収入見込額は、１，９３６億円（前年度比９，３８４

億円、８２．９％減）であり、その内訳は、個人住民税の住宅借入金等特別

税額控除による減収を補塡するため計上する住宅借入金等特別税額控除減

収補塡特例交付金１，７５９億円（同２１５億円、１０．９％減）及び個人

住民税の定額減税による減収を補塡するため計上する定額減税減収補塡特

例交付金１０３億円（同９，１３１億円、９８．９％減）並びに生産性革命

の実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充等による減収を補塡するため

計上する新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金７４億

円（同３８億円、３３．９％減）である。  

(4) 地方交付税 

令和７年度の地方交付税に係る国の一般会計からの繰入れは、所得税及び

法人税の３３．１％相当額、酒税の５０％相当額並びに消費税の１９．５％

相当額の合計額１８兆７，９１９億円（平成２０年度、平成２１年度及び令

和元年度補正予算に係る精算額６，８５４億円及び平成２８年度決算に係る
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精算額４４９億円を減額した後の額）に国の一般会計における加算額（既往

法定分等）９２９億円を加えた１８兆８，８４８億円であり、前年度当初予

算に比し２兆２，３０５億円、１３．４％の増となっている。 

地方公共団体に交付される地方交付税の総額は、これに地方法人税の全額

２兆１，７７３億円、令和６年度からの繰越金６，８２２億円、返還金２億

円、交付税特別会計剰余金の活用額４００億円及び地方公共団体金融機構の

公庫債権金利変動準備金の活用額２，０００億円を加算し、交付税特別会計

借入金償還額２兆８，０００億円及び交付税特別会計借入金に係る支払利子

額２，２７０億円を減額した１８兆９，５７４億円であり、前年度当初予算

に比し２，９０４億円、１．６％の増となっている（別添資料第６）。 

各地方公共団体における地方交付税の額を見込むに当たっては、前年度の

決定額に単純に地方交付税総額の対前年度比を乗じるなどの方法を用いる

ことにより結果として過大な見積りを行うことのないよう、次の事項に特に

ご留意いただきたい。 

① 普通交付税 

ア 基準財政需要額 

（ア）地方公務員の給与改定に要する経費について、各算定費目の単位費

用等において反映していること。 

このうち、会計年度任用職員に係る給与改定に要する経費について、

従事する職務を具体的に想定している会計年度任用職員に要する経費

については各算定費目において算定し、その他の会計年度任用職員に

要する経費については包括算定経費において算定することとしている

こと。 

（イ）地方財政計画に計上することとしている「給与改善費（仮称）」

２，０００億円について、常勤職員等分（１，７００億円程度）は給

与費の一定割合（１.１５％程度）を関係費目において、会計年度任用

職員分（３００億円程度）は包括算定経費において、それぞれ算入す

ることとしていること。 

（ウ）学校、福祉施設、図書館、文化施設など地方公共団体の施設の光熱

費の高騰に対応するため、地方財政計画に計上することとしている

４００億円については、引き続き包括算定経費において一括して算定

することとしていること。 

また、ごみ収集、学校給食など地方公共団体のサービス・施設管理

等の委託料の増加を踏まえ、該当する算定費目におけるこれらの経費
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に係る単位費用措置を３％程度引き上げることとしていること。 

（エ）道府県分の「高等学校費」（測定単位：生徒数）において、学科ご

との経費の差を反映する種別補正を創設し、普通科等（普通科の他、

商業科、家庭科等を含む。）、専門学科（商業科、家庭科等を除く。）

及び総合学科の生徒数を用いて算定することとしていること。 

（オ）公立小・中学校の体育館等の空調設備に係る光熱費について、空調

設備の設置状況に応じて算定することとしていること。 

（カ）標準準拠システムの利用に伴うガバメントクラウドの利用料及び関

連する費用について、ガバメントクラウドへの移行状況に応じて算定

することとしていること。 

（キ）「地方創生推進費」（１兆円）については、「地域の元気創造事業

費」（４，０００億円程度、うち１００億円程度は特別交付税）及び

「人口減少等特別対策事業費」（６，０００億円程度）において引き

続き措置することとしていること。 

算定に当たっては、引き続き成果を発揮する際の条件が厳しいと考

えられる条件不利地域等への配慮を行うこととしていること。 

（ク）地方公共団体が地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的

・主体的に取り組むための経費を算定する「地域社会再生事業費」に

ついては、引き続き４，２００億円程度を算定することとしているこ

と。 

また、都道府県が一定のスキル・経験を有し、市町村支援業務を行

うデジタル人材を常勤職員として雇用する場合、当該人件費について

職員数に応じて算定することとしていること。 

（ケ）地方公共団体が地域社会のデジタル化を推進するために必要となる

取組に要する経費を算定する「地域デジタル社会推進費」については、

マイナンバーカードの保有枚数率を活用した算定について終了するこ

ととし、従来分の２，０００億円程度を前年度と同様の算定方法によ

り算定することとしていること。 

（コ）「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」等に基づき、児童

福祉司等の職員の増員に必要となる経費を算定することとしているこ

と。 

（サ）基準財政需要額の増減は、測定単位や密度補正等の基礎数値の伸び、

公債費又は事業費補正の伸び等により各地方公共団体ごとにかなりの

差が生じるものと見込まれること。 
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イ 基準財政収入額 

（ア）固定資産税については、引き続き新型コロナウイルス感染症等に係

る生産性革命の実現に向けた特例措置の拡充等による減収がないもの

として算定すること。また、新型コロナウイルス感染症対策地方税減

収補塡特別交付金については、基準財政収入額に算入しないこと。 

（イ）一般的に、道府県分にあっては道府県民税所得割、法人事業税及び

特別法人事業譲与税の増が見込まれ、市町村分にあっては市町村民税

所得割及び地方消費税交付金の増が見込まれること。 

（ウ）基準財政収入額の見積りに当たっては、地方税制改正を踏まえた収

入見込額を基礎とするとともに、前年度の実績値を基礎数値として用

いるものが多いことに加え、法人関係税等の精算額が加算されること

となることから、団体ごとの増減は必ずしも一律ではないので、過少

に見積もることのないようにすること。 

特に、航空機燃料譲与税については、譲与基準の見直しに対応し、

令和７年度に限り、当該年度の航空機燃料譲与税の譲与見込額として

総務大臣が定める額を算定の基礎とする改正を行うこととしているこ

と。 

（エ）法人関係税（法人事業税交付金及び特別法人事業譲与税を含む。）、

住民税利子割（利子割交付金を含む。）、住民税所得割（分離譲渡所

得分）及び特別とん譲与税については精算措置を講ずることとしてい

るが、法人関係税（法人事業税交付金及び特別法人事業譲与税を含む。）

及び住民税利子割（利子割交付金を含む。）の減収額を対象に減収補

塡債を発行する場合には減収補塡債発行額の７５％は精算措置の対象

額から除くこととしていること。 

（オ）東日本大震災に係る「地方税法」の改正等に伴う減収見込額につい

ては、震災復興特別交付税において措置されることを踏まえ、引き続

きその７５％を加算することとしていること。 

ウ 基準財政需要額の伸び率については、令和６年度（基準財政需要額の

一部を臨時財政対策債に振り替える措置を講ずる前）に比し個別算定経

費（地域の元気創造事業費、人口減少等特別対策事業費、地域社会再生

事業費、地域デジタル社会推進費、公債費及び事業費補正を除く。）に

あっては、道府県分２．０％程度の増、市町村分２．０％程度の増、包

括算定経費にあっては、道府県分３．５％程度の増、市町村分６．５％

程度の増と見込まれること。 
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なお、各地方公共団体においては、給与改定をはじめ年度途中の追加

財政需要に適切に対応しうるよう、あらかじめ財源を留保しておくこと。 

② 特別交付税 

ア 令和７年度の特別交付税（震災復興特別交付税を除く。以下同じ。）

の総額は、前年度当初予算に比し１．６％の増となっているが、令和６

年度補正予算（第１号）による増額後との比較では９．７％の減である

ので、予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう、慎重に

見積もること。 

特に、令和６年度において、災害対策等、年度によって激変する項目

により多額の交付を受ける地方公共団体にあっては、これらの事由によ

る特別交付税の減少を確実に見込むこと。 

イ 特別交付税の算定に当たっては、特定財源の控除漏れがないか、普通

交付税、他の特別交付税の算定項目及び震災復興特別交付税との重複計

上がないか等について十分点検いただくほか、このような基礎数値の報

告誤りがないよう、事業担当課と連携するとともに、特別交付税算定担

当者間で情報共有を図るなど適切な事務の執行に努めていただきたい

こと。 

(5) 国庫支出金 

国庫支出金の総額については、社会保障関係費の増加等により、地方財政

計画上８．２％程度の増になるものと見込まれる。 

また、令和７年度における各種交付金の計上額は、別添資料第７のとおり

である。 

(6) 地方債 

令和６年１２月２７日に公表した令和７年度地方債計画（通常収支分）

（別添資料第８）は、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不

足に対処するための措置を講じ、また、地方公共団体が緊急に実施する防災

・減災対策、公共施設等の適正管理、地域の脱炭素化、こども・子育て支援、

自治体ＤＸ・地域社会ＤＸの推進、地域の活性化への取組等を着実に推進で

きるよう、所要の地方債資金確保を図ることとしている。 

その総額は９兆８８５億円（前年度比１，２９９億円、１．４％減）を見

込んでいる。 

このうち、普通会計分は５兆９，６０２億円（同３，５０１億円、５．５

％減）、公営企業会計等分は３兆１，２８３億円（同２，２０２億円、

７．６％増）を見込んでいる。 
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地方債については、次の事項にご留意いただきたい。 

① 地方公共団体が、デジタル技術を活用した行政運営の効率化・地域の課

題解決等を加速するための情報システムや情報通信機器等の整備に取り

組んでいけるよう、デジタル活用推進事業（仮称）を創設（「地方財政法」

の改正を予定）することとし、９００億円を見込んでいること。 

② 地方公共団体が、喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいける

よう、緊急防災・減災事業について、対象事業を拡充することとし、

５，０００億円（前年度同額）を見込んでいること。 

③ 地方公共団体が、緊急に自然災害を防止するための社会基盤の整備に取

り組んでいけるよう、緊急自然災害防止対策事業について、対象事業を拡

充することとし、４，０００億円（前年度同額）を見込んでいること。 

④ 令和７年度以降も、地方公共団体が、引き続き緊急に河川等の浚渫を実

施できるよう、緊急浚渫推進事業について、令和１１年度まで延長（「地

方財政法」の改正を予定）するとともに対象事業を拡充することとし、

１，１００億円（前年度同額）を見込んでいること。 

⑤ 地方公共団体が、公共施設等の適正管理に積極的に取り組んでいけるよ

う、公共施設等適正管理推進事業について、対象事業を拡充することとし、

４，５００億円（前年度比１８０億円、４．２％増）を見込んでいること。 

⑥ 地方公共団体が、地域脱炭素の取組を計画的に実施できるよう、脱炭素

化推進事業について、９００億円（前年度同額）を見込んでいること。 

⑦ 地方公共団体が、こども・子育て支援機能強化に係る施設整備や子育て

関連施設の環境改善を速やかに実施できるよう、こども・子育て支援事業

について、４５０億円（前年度同額）を見込んでいること。 

⑧ 過疎対策事業について、過疎地域の持続的発展に資する事業を計画的に

実施できるよう、５，９００億円（前年度比２００億円、３．５％増）を

見込んでいること。 

辺地対策事業について、辺地に係る公共施設の整備に取り組んでいける

よう、５９０億円（前年度比２０億円、３．５％増）を見込んでいること。 

⑨ 地方債資金のうち、公的資金については、前年度と同程度の割合（全体

の４２．６％）を確保していること。 

また、民間等資金については、その円滑な調達を図るため、市場公募地

方債の発行を引き続き推進することとしていること。特に、我が国の地方

債市場におけるグリーンボンド等のＳＤＧｓ（ＥＳＧ）債への関心の高ま

りを踏まえ、地方公共団体の安定的な資金調達のため、令和７年度も引き
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続き共同発行方式でグリーンボンド（グリーン共同債）を発行することと

していること。 

⑩ 財政融資資金については、過疎対策事業のうち公共施設マネジメント特

別分に限り、固定金利方式（１２年以内（うち据置３年以内））による貸

付の償還期間を、以下のとおり延長することとしていること。 

ア 義務教育諸学校及び高等学校施設については、２５年以内（うち据置

３年以内）。 

イ 診療施設のうち病院、診療所及び職員宿舎、下水道施設、簡易水道施

設及び簡易水道施設であった水道施設、一般廃棄物処理施設については、

３０年以内（うち据置５年以内）。 

⑪ 減債基金への積立てについては、各地方公共団体における地方債現在高

の状況及び公債費負担の今後の見通しに応じて、計画的に行っていただき

たいこと。その際、満期一括償還地方債の元金償還に充てるための減債基

金への積立てについては、実質公債費比率の算定上、毎年度の積立額を発

行額の３０分の１（３．３％）として設定しており、これを下回る分は減

債基金の積立不足として取り扱われていることに留意すること。 

(7) 使用料・手数料 

使用料・手数料については、最近における実績等を勘案し、１兆５，５６０

億円（前年度比６５億円、０．４％減）になるものと見込んでいる。 

２ 歳出 

(1) 給与関係経費 

給与関係経費については、次の事項にご留意いただきたい。 

① 地方財政計画における給与改定の影響額については、令和６年人事委員

会勧告に基づき積算した６，４００億円程度を計上することとしているこ

と。 

② 地方財政計画上の職員数については、地方公共団体における定員管理の

取組を勘案するとともに、義務教育教職員の改善増や児童虐待防止対策の

強化による増、定年引上げに伴う一時的な職員数の増員の解消による減等

を見込むことにより、５，１９３人の減としていること。 

ア 義務教育諸学校の教職員については、５，８２７人の改善増に対して、

児童生徒数の減少等に伴う８，３５９人の減員に加え、定年引上げに伴

う一時的な増員の解消として４，３３１人の減員を見込むことにより、

全体として６，８６３人の減員を見込んでいること。 

イ 公立高等学校、公立大学校等の教員については、児童生徒数の減少等
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に伴い、１，００９人の減員に加え、定年引上げに伴う一時的な増員の

解消として１，０４８人の減員を見込むことにより、全体として

２，０５７人の減員を見込んでいること。 

ウ 警察官については、地方財政計画上、現下の治安状況を勘案し、

４７６人の増員とすることに対し、定年引上げに伴う一時的な増員の解

消として５０９人の減員を見込むことにより、全体として３３人の減員

を行うこととしていること。 

エ 消防職員については、消防防災行政の状況等を勘案し、４３１人の増

員とすることに対し、定年引上げに伴う一時的な増員の解消として

３１３人の減員を見込むことにより、全体として１１８人の増員として

いること。 

オ 一般職員（アからエを除く職員）については、児童虐待防止対策の強

化による児童福祉司等の増員（３２９人）や、定年引上げに伴う一時的

な増員の解消による減員（３，０５２人）を見込むこと等により、全体

として３，６４２人の増員としていること。 

③ 退職手当については、令和５年度からの地方公務員の定年引上げ期間中、

２年に一度、定年退職者が生じず、支給額が年度間で大幅に増減すること

となり、各地方公共団体において、退職手当組合や退職手当基金の活用等

によって、退職手当に係る負担を年度間で平準化している実態を踏まえ、

令和７年度と令和８年度の退職手当額を推計した上で、これらの合計の

２分の１の額である１兆１，１９６億円（前年度比４３１億円、４．０％

増）を計上することとしていること。 

④ 地方公務員共済組合等負担金については、別添資料第９のとおり改定さ

れる予定であること。 

(2) 一般行政経費 

一般行政経費については、次の事項にご留意いただきたい。 

① 一般行政経費（単独）については、こども・子育て政策の強化等による

社会保障関係費の増加や会計年度任用職員の給与改定に要する経費、自治

体ＤＸ・地域社会ＤＸの取組を加速するために創設する「デジタル活用推

進事業費（仮称）」等を反映して計上するとともに、震災復興特別交付税

により別枠で措置することとしている地方税等の減収分（震災関連）見合

い歳出１７５億円を減じ、１５兆８，９４６億円（前年度比５，０８５億

円、３．３％増）を計上することとしていること。上記１７５億円の地方

税等の減収については、震災復興特別交付税で補塡されるものであること
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から、その見合いの歳出とも合わせて東日本大震災分の歳入歳出に計上し

ているものであること。 

② 国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費については、国民健康保

険の保険基盤安定制度（保険料軽減分）４，３５８億円、都道府県繰入金

５，７１８億円、国保財政安定化支援事業１，０００億円及び後期高齢者

医療制度の保険基盤安定制度（保険料軽減分）３，９１４億円を合算した

１兆４，９９０億円（前年度比７５億円、０．５％増）を計上することと

していること。 

③ 災害等年度途中における追加財政需要の発生に備えるため、令和７年度

においては、近年の追加財政需要額の活用状況等を踏まえ、４，２００億

円（前年度同額）を地方財政計画に計上するとともに、令和７年度の給与

改定に備え、「給与改善費（仮称）」として２，０００億円を地方財政計

画に計上することとしている。各地方公共団体においては、給与改定をは

じめ年度途中の追加財政需要に適切に対応しうるよう、あらかじめ財源を

留保しておくこと。 

(3) 投資的経費 

投資的経費については、次の事項にご留意いただきたい。 

① 直轄事業負担金及び補助事業費の合計は、全体で前年度比約２．２％増

の５兆７，５００億円程度を計上することとしていること。また、このう

ち直轄事業負担金については、５，５００億円程度（前年度比約０．５％

増）、補助事業費については、５兆２，０００億円程度（前年度比約

２．３％増）となる見込みであること。 

② 地方単独事業費については、引き続き、「こども・子育て支援事業費」

を５００億円計上することとしていること。これを含め、全体で前年度同

額の６兆３，６００億円程度を計上することとしていること。 

(4) 公債費 

公債費については、臨時財政対策債を含む地方債の元利償還金が減少する

ことや、令和６年度補正予算（第１号）に係る措置として、令和７年度にお

ける臨時財政対策債の元利償還金の一部を償還するための基金の積立てに

要する経費の財源として、令和６年度の普通交付税が２，０００億円増額交

付されていることも踏まえ、地方財政計画上、前年度の公債費に比し１．５

％程度の減を見込むこととしている。 

(5) 維持補修費 

維持補修費については、最近における実績等を勘案し、地方財政計画上、



- 45 - 

前年度に比し１．０％程度の増を見込むこととしている。 

(6) 公営企業繰出金 

公営企業繰出金については、「地方公営企業法」等に定める一般会計との

間における経費負担区分等の経営に関する基本原則を堅持しながら、地方公

営企業の経営基盤の強化を図るとともに、住民生活に密接に関連した社会資

本の整備の推進、公立病院における医療の提供体制の整備をはじめとする社

会経済情勢の変化に対応した事業の展開等を図るため、地方財政計画に所要

額を計上することとしている。 

 

第５ 東日本大震災分の歳入歳出 

１ 復旧・復興事業 

(1) 歳入 

① 震災復興特別交付税 

ア 補助事業に係る地方負担分、地方単独事業分、地方税等の減収分を措

置する震災復興特別交付税については、８７１億円を計上することとし

ている。 

イ 震災復興特別交付税の算定に当たっては、「震災復興特別交付税の適

正な算定について」（令和３年９月３日付け総務省自治財政局財政課復

興特別交付税室長通知）を踏まえ、算定対象とならない経費等を回答す

ることがないよう、適切な事務の執行に努めていただきたい。 

ウ 震災復興特別交付税の精算については、過年度に過大又は過少に交付

された額を新規算定額から減額又は加算するとともに、新規算定額から

減額できない額については、返還する必要があることにご留意いただき

たい。 

② 一般財源充当分 

復旧・復興事業のうち地域振興策や将来の災害への備えといった全国に

共通する課題への対応との性質を併せ持つ事業の一般財源所要額に対応

するため、一般財源充当分として３３億円計上することとしている。 

③ 国庫支出金 

東日本大震災関係経費１，７００億円程度を見込んでいる。 

④ 地方債 

令和７年度地方債計画（東日本大震災分）（別添資料第１０）において

は、復旧・復興事業として１５億円を見込んでおり、その全額について公

的資金を確保することとしている。 
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このうち、普通会計分は１１億円、公営企業会計等分は４億円を見込ん

でいる。 

(2) 歳出 

① 補助事業費 

国の東日本大震災関係経費に係る補助事業費２，４００億円程度を見込

んでいる。 

② 地方単独事業費 

「地方自治法」に基づく職員の派遣、東日本大震災に係る災害復旧等に

従事させるための職員採用に要する経費及び単独災害復旧事業に要する

経費等の地方単独事業費については、１１７億円を計上することとしてい

る。 

③ 地方税等の減収分見合い歳出 

東日本大震災の税制上の臨時特例措置等に伴う減収分については、以下

のとおり１７５億円を計上することとしている。 

ア 「地方税法」等に基づく特例措置分（２９億円） 

イ 条例減免分（５億円） 

ウ 復興特区法等に基づく特例措置分（１４１億円） 

２ 全国防災事業 

(1) 歳入 

地方税の収入見込額を上回る一般財源所要額に対応するため、一般財源充

当分として２１７億円を計上することとしている。 

(2) 歳出 

東日本大震災関係経費のうち全国防災対策費に係る公債費を２１８億円

計上することとしている。 

 

第６ 地方公営企業 

１ 今後の急速な人口減少等に伴うサービス需要の減少や施設の老朽化に伴う

更新需要の増大など、地方公営企業を取り巻く経営環境が厳しさを増すことを

踏まえ、経営戦略の策定・改定や抜本的な改革等の取組を通じ、経営基盤の強

化と財政マネジメントの向上を図るとともに、これらについてより的確に取り

組むため、公営企業会計の適用拡大や経営比較分析表の活用等による「見える

化」を推進することとしているので、各地方公営企業においては、次の事項に

ご留意いただきたい。 

(1) 各地方公営企業においては、中長期的な基本計画である経営戦略に基づく
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計画的かつ合理的な経営を行うこと。また、策定済みの経営戦略について、

経営戦略に基づく取組の進捗と成果を一定期間ごとに評価、検証した上で、

今後の人口減少等を加味した料金収入の反映やストックマネジメント等の

取組の充実により、中長期の収支見通し等の精緻化を図るとともに、料金改

定や抜本的な改革を含め、収支均衡を図る具体的な取組の検討を行い、令和

７年度までの経営戦略の改定に反映すること。 

なお、経営戦略の策定を地方財政措置の要件としているものについて、令

和８年度から、これらの取組を反映した経営戦略の改定を要件とする予定で

あること。 

(2) 各地方公営企業が不断の経営健全化等に取り組むに当たっては、事業ごと

の特性に応じて、事業の必要性を含め、民営化・民間譲渡、広域化等及び民

間活用といった抜本的な改革等について検討し、これを推進すること。 

水道事業及び下水道事業については、広域化等を推進するとともに、ウォ

ーターＰＰＰを含むＰＰＰ／ＰＦＩ手法や民間委託など更なる民間活用を

推進すること。なお、広域化等については、事業の経営統合のほか、施設や

水質管理システム等の共同利用、管理事務の共同発注など、多様な手法が考

えられるところであり、地域の実情に沿った取組を推進すること。 

これらの検討に資するよう、各地方公営企業における抜本的な改革の取組

状況について調査・公表するとともに、「公営企業の持続可能な経営の確保

に向けた先進・優良事例集」（令和５年３月２８日総務省公表）を公表して

いるので、積極的に活用すること。 

(3) 「公営企業会計の適用の更なる推進について」（令和６年１月２２日付け

総務省自治財政局長通知）等を踏まえ、重点事業としている簡易水道事業及

び下水道事業については早急に公営企業会計を適用し、その他の事業につい

てはできる限り公営企業会計を適用すること。その際に、次の事項に留意す

ること。 

① 公営企業会計の適用が円滑に実施されるよう、適用に要する経費につい

て、令和１０年度まで地方財政措置を講ずるとともに、公営企業会計の適

用に取り組む市町村に対して都道府県が行う支援に要する経費について

も、令和１０年度まで地方交付税措置を講ずることとしていること。 

② 簡易水道事業における高料金対策及び下水道事業における高資本費対

策に対する地方交付税措置について、公営企業会計の適用を要請している

事業は令和６年度決算に基づく算定（令和８年度分算定）から公営企業会

計の適用を要件とする予定であること。 
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③ 資本費平準化債の発行について、公営企業会計の適用を要請している重

点事業は令和７年度から、その他の事業は令和１１年度から公営企業会計

の適用を要件とする予定であること。 

(4) 各地方公営企業は、上記の課題に加え、ＤＸ・ＧＸの推進等の様々な課題

を抱えていることから、こうした課題への対応を検討している地方公営企業

に対し、専門的な知識・ノウハウを提供するためアドバイザーを派遣する「経

営・財務マネジメント強化事業」を令和７年度も引き続き実施することとし

ていること。同事業では、ＤＸ・ＧＸの取組、経営戦略の改定・経営改善、

「公立病院経営強化プラン」の改定及び経営強化の取組、上下水道の広域化

等、公営企業会計の適用等を支援しているため、各地方公営企業においては

積極的に活用すること。 

２ 地方公営企業の事業の円滑な推進とその経営基盤の強化に資するため、次の

事項にご留意いただきたい。 

(1) 水道事業については、令和６年能登半島地震の被災状況や教訓を踏まえ、

災害時の水の確保が極めて重要であることに鑑み、水道管路耐震化事業に対

する地方財政措置について、対象となる上積事業費の算出方法を、事業費を

基準とする方法に見直した上で、特別対策分の対象要件を緩和し対象団体を

拡充するとともに、用水供給事業者を新たに一般対策分の対象団体に追加す

ることとしていること。 

各都道府県において策定した「水道広域化推進プラン」に基づき、都道府

県のリーダーシップの下で同プランに基づく広域化の取組を着実に進める

とともに、同プランの充実を図ること。 

広域化に伴う施設の整備費等や都道府県が実施する広域化の推進のため

の調査検討に要する経費について、引き続き地方財政措置を講ずることとし

ていること。 

(2) 下水道事業については、各都道府県において策定した「広域化・共同化計

画」に基づき、令和６年４月に取りまとめた「広域化・共同化計画実施マニ

ュアル」も踏まえ、都道府県のリーダーシップの下で同計画に基づく広域化

・共同化の取組を着実に進めるとともに、同計画の充実を図ること。 

広域化・共同化に伴う施設の整備費等や都道府県が実施する広域化・共同

化の推進のための調査検討に要する経費について、引き続き地方財政措置を

講ずることとしていること。 

(3) 病院事業については、「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公

立病院経営強化ガイドライン」（令和４年３月２９日付け総務省自治財政局
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長通知）を踏まえ、病院事業を設置する地方公共団体において策定した「公

立病院経営強化プラン」に基づき、経営強化の取組を推進すること。 

厳しい経営環境に直面している病院事業について、経営改善実行計画を策

定し収支改善に取り組む公立病院の資金繰りを支援し、経営改善を促進する

ため、新たに病院事業債（経営改善推進事業）を創設することとしているこ

と。 

総務省と厚生労働省の共同事業として、病院経営に携わるトップ層の経営

マネジメント力を向上させ、経営改善を図ることにより持続可能な病院経営

を行うために必要な知識を習得するための研修（医療経営人材養成研修）を

創設することとしていること。 

不採算地区病院等については、依然として厳しい経営状況が続いているた

め、令和３年度から実施している特別交付税措置の基準額の引上げ措置を令

和７年度においても継続することとしていること。 

へき地における医療提供体制を確保するため、へき地医療を担う公的病院

等に対する地方公共団体の助成経費に係る地方交付税措置の対象に、へき地

医療拠点病院等が行う訪問看護、遠隔医療に要する経費を追加することとし

ていること。 

公立病院等の施設整備費に対する地方交付税措置の対象となる建築単価

の上限については、最近の資材費高騰等の状況を踏まえ、５２万円／㎡から

５９万円／㎡へ引き上げることとし、令和６年度の病院事業債から適用する

こととしていること。 

(4) デジタル活用推進計画に位置付けて地方公営企業が実施する、日常生活に

不可欠なサービスの確保、地域産業の生産性向上等地域の課題解決に資する

情報システムの導入及び情報通信機器等の整備等に係る地方単独事業等に

ついて、一般会計が補助を行う場合には、一般会計においてデジタル活用推

進事業債（仮称）を充当できることとするとともに、資金手当として公営企

業債を充当することもできることとしていること。 

事業期間については、令和１１年度までとしていること。 

(5) 令和６年能登半島地震の被災状況や教訓を踏まえ、病院事業債（災害分）

を改編の上、病院事業については災害拠点病院等における給排水管の耐震性

能の確保工事を、水道事業については水道施設が被災した際の応急給水のた

めの設備（給水車、防災用井戸、可搬式浄水設備）の整備を、それぞれ対象

事業に追加（令和１０年度まで）し、公営企業債（防災対策事業）を創設す

ることとしていること。 
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（注釈）この事務連絡における以下の語句の意味は、それぞれ次のとおり。 

１ 「地方交付税措置」 ･･･ 次のいずれかの措置（３に該当するものを除く。） 

(1) 普通交付税措置 

(2) 普通交付税措置及び特別交付税措置 

２ 「特別交付税措置」 ･･･ 特別交付税措置（３に該当するものを除く。） 

３ 「地方財政措置」 ･･･ 地方債の元利償還金に対する普通交付税措置又は

特別交付税措置等（併せて、１又は２の措置が講

じられる場合を含む。） 

４ 「第三セクター等」 ･･･ 第三セクター、地方公社、地方独立行政法人又は

組合等のいずれかに該当する団体 
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【地方公務員共済組合】

義　務
教育職

その他
教育職

警察官 事務職

長期 130.6330‰ 128.9112‰

17.3‰ 25.4‰ 17.9‰ 17.8‰ 15.8‰ 13.1‰

短期  給料 76.94‰ 81.33‰

 短期＋福祉 65.12‰ 69.58‰

 育休介護手当金＋
 育児休業支援手当
金・育児時短勤務手
当金

1.20‰ 1.13‰

 介護納付金 10.62‰ 10.49‰

 特別財政調整 － 0.13‰

 期末手当等 58.27‰ 62.34‰

 短期＋福祉 49.40‰ 53.48‰

 育休介護手当金＋
 育児休業支援手当
金・育児時短勤務手
当金

0.91‰ 0.87‰

 介護納付金 7.96‰ 7.89‰

 特別財政調整 － 0.10‰

240円 12,670円

【地方議会議員共済会】

(備考）「給付費」の負担金率については、各共済会の定款に定める標準報酬をベースとしている。

事 務 費

68.62‰

町村議会議員市議会議員

13,731円11,900円19,681円

73.35‰

48.03‰

1.32‰

84.61‰

0.61‰

51.05‰

59.60‰

－

10.38‰

令和７年度　地方公務員共済組合負担金等の組合別負担率等

区 分

（備考）市町村一般職の事務費については、標準的な市町村職員共済組合に係る額である。

事 務 費

警　　察

追 加 費 用

 給料

 期末手当等

 公経済

公立学校

99.0939‰

41.5‰

都道府県

一 般 職

市町村

一般職

115.7922‰ 142.3868‰

56.13‰

1.54‰

10.95‰

0.88‰

－

57.39‰

給　　付　　費

8.04‰

－

240円

区 分

240円

－

7.94‰

26.9/10014.3/100

都道府県議会議員

26.9/100
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